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はじめに 

 

研究開発の評価は、研究開発活動の効率化・活性化、優れた成果の獲得や社会・経

済への還元等を図るとともに、国民に対して説明責任を果たすために、極めて重要な

活動であり、このため、経済産業省では、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」

（平成２４年１２月６日、内閣総理大臣決定）等に沿った適切な評価を実施すべく

「経済産業省技術評価指針」（平成２９年５月改正）を定め、これに基づいて研究開

発の評価を実施している。 

 

経済産業省において実施している「戦略的基盤技術高度化支援事業（研究資金制度プ

ログラム）」は、我が国製造業の国際競争力の強化と新たな事業の創出を目指し、中小

企業のものづくり基盤技術（デザイン開発、精密加工、立体造形等）の高度化に資する

革新的かつハイリスクな研究開発等を促進するため、平成１８年度より実施しているも

のである。 

 

今般、省外の有識者からなる戦略的基盤技術高度化支援事業（研究資金制度プログ

ラム）中間評価検討会（座長：杉田 直彦 国立大学法人東京大学大学院工学系研究

科 教授）における検討の結果取りまとめられた「戦略的基盤技術高度化支援事業

（研究資金制度プログラム）技術評価結果報告書（中間評価）」の原案について、産

業構造審議会産業技術環境分科会研究開発・イノベーション小委員会評価ワーキング

グループ（座長：鈴木 潤 国立大学法人政策研究大学院大学 教授 ）において、

審議し、了承された。 

 

本書は、これらの評価結果を取りまとめたものである。 
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研究資金制度 
プログラム名 

戦略的基盤技術高度化支援事業 

行政事業レビュ

ーシート番号 
令和 2 年度 0112 

上位施策名 － 
担当課室 中小企業庁 経営支援部 技術・経営革新課 
研究資金制度プログラムの目的・概要 
我が国の経済を活性化するためには、事業者の大部分を占める中小企業等を重点的に支

援していくことが重要であり、中小企業等を中心とした継続的なイノベーション創出に向

けた支援体制の強化が必要である。このため中小企業等におけるイノベーションの創出を

図るべく、中小企業等が産学官連携して行う研究開発等のための事業を支援する。 
具体的には、精密加工、表面処理、立体造形などのものづくり基盤技術の向上を図るこ

とを目的として、中小企業等が、大学・公設試等の研究機関等と連携して行う、研究開発

や試作品開発、その成果の販路開拓に係る取組等に対して最大 3 年間の支援を実施する。 
※令和 2 年度事業までは、中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律（平成 18
年法律第 33 号、以下「中小ものづくり高度化法」という。）に基づき実施していたが、

令和 2 年 10 月に中小ものづくり高度化法が中小企業等経営強化法に整理統合されたこ

とにより、本プログラムは中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号、以下「経営

強化法」という。）の下に継続されることとなる。また、これに先立ち、令和 2 年度から

は本プログラムへの申請に際し、中小ものづくり高度化法による特定研究開発等計画の

認定等の取得は不要となった。 
※本事業のうち、中小企業者等が橋渡し研究機関の能力を活用して行う実用化につながる

可能性の高い、国が指定するテーマに沿った研究開発・試作品開発について支援を行う

「戦略的基盤技術高度化支援事業（プロジェクト委託型）」（平成 27～30 年度）につい

ては、アウトプット目標（研究開発終了時点の研究開発達成度、事業終了５年経過時点

での事業化達成率、事業終了５年経過時点での総売上累計額の総予算投入額比率、事業

終了８年経過時点での成果波及効果の総予算投入額比率）のフォローアップ結果を踏ま

え、次回の中間評価時にその効果の差異等を検証する。 
予算額等（委託・補助（補助率：定額・2／3）） 
※補助は平成 26 年度から、共同体のうち大学・公設試等は定額 （単位：億円） 

開始年度 終了年度 中間評価 
時期 

終了時評価 
時期 

事業実施主体 

平成 18 年度 － 平成 20 年度 
平成 23 年度 
平成 26 年度 
平成 29 年度 
令和 2 年度 

－ 中小企業を 
中心とした 
共同体※1 

H29FY 執行額 H30FY 執行額 R01FY 執行額 総執行額※2 総予算額※3 
106.0 105.0 103.6 1,642.3 1,942.3 
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※1 中小ものづくり高度化法の認定を受けた中小企業を含む共同体。 
※2 総執行額は令和元年度までの合計。 
※3 総予算額は令和 2 年度までの合計。 
＊ 戦略的基盤技術高度化支援事業（プロジェクト委託型）含む。 
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０．制度概要 

（１）中小企業技術政策の歴史 

高度成長期からバブル崩壊以前までは、中小企業の技術の改善や高度化のために国が補助

金を拠出。1999年の中小企業基本法の改正以降は、中小企業の自主的取組を積極的に支

援。そうした中で2006年（平成18年）に中小ものづくり高度化法が公布・施行。2020年
（令和2年）に中小ものづくり高度化法は、中小企業等経営強化法に整理統合され、本制度

は中小企業等経営強化法の下に継続。 
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（２）サポーティングインダストリーの考え方 

 新産業創造戦略2005等により、高度部材産業・基盤産業への施策の重点化を図ることを

目的としてサポーティングインダストリーの考え方を位置付け。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）（旧）中小ものづくり高度化法の概要 

中小ものづくり高度化法は、2020年（令和2年）に中小企業等経営強化法に整理統合。 

 

 

② 
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特定ものづくり基盤技術高度化指針に沿って中小企業が策定した特定研究開発等計画につ

いて、（旧）中小ものづくり高度化法の下、令和2年3月末までに、6,324社を認定。 
 
＜特定研究開発等計画の認定実績＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜認定実績（技術分野別）＞ 

【平成18年度～平成25年度】 

 
【平成26年度～令和元年度】 
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（４）特定ものづくり基盤技術の概要 

 中小企業が特定ものづくり基盤技術の高度化を図るために必要な取り組むべき研究開発等

の方向性や実施方法を示すものであり、特定ものづくり基盤技術ごとに以下の事項が定めら

れている。 

①特定ものづくり基盤技術の高度化全般にわたる基本的な事項 

②達成すべき高度化目標 

③高度化目標の達成に資する特定研究開発等の実施方法 

④特定研究開発等の実施するに当たって配慮すべき事項 

 

平成18年6月の法施行後、17技術を特定基盤技術として指定。その後、経済情勢、技術動

向等を踏まえ、技術の追加及び見直しを実施してきている。具体的には以下のとおり。 
 
平成18年6月   17技術を策定 

組込みソフトウェア、金型、電子部品・デバイスの実装、 
プラスチック成形加工、鍛造、動力伝達、部材の結合、鋳造、 
金属プレス加工、位置決め、切削加工、織染加工、高機能化学合成、 
熱処理、めっき、発酵、真空の維持 

平成19年2月   粉末冶金、溶接の追加（19技術） 
平成20年2月   溶射の追加（20技術） 
平成21年2月   9技術を改正 

組込みソフトウェア、金型、電子部品・デバイスの実装、 
プラスチック成形加工、粉末冶金、鍛造、鋳造、金属プレス、 
熱処理の改正 

 平成24年4月   冷凍空調、塗装の追加（22技術） 
          4技術の名称を変更 
          溶射・蒸着、部材の締結、繊維加工、真空 
 平成26年2月   全技術を抜本的に改正（11技術） 
          情報処理、精密加工、製造環境、接合・実装、立体造形、表面処理、 
          機械制御、複合・新機能材料、材料製造プロセス、バイオ、測定計測 

平成 27 年 2 月  デザイン開発技術を追加（12 技術） 
平成 30 年 3 月  IoT や AI 等の活用を技術指針に明確化（12 技術） 
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（５）本制度の概要 

 ①本制度の目的 

特定ものづくり基盤技術の高度化につながる研究開発、その試作等の取組を支援し、我

が国製造業の国際競争力の強化及び新たな産業の創出を図ることが目的。中小企業・小規

模事業者が大学・公設試等の研究機関等と連携して行う、製品化につながる可能性の高い

研究開発、試作品開発等及び販路開拓への取組を最大3年間支援（飽くまでも研究開発を

支援するための事業であり、生産を目的とした設備備品の導入や営利活動に関する補助事

業ではない）。 

 

②事業実施者 

中小企業者を含む共同体（中小企業者、川下企業、大学・公設試等） 

 

③支援規模 

単年度：4,500万円以下、2年間総額：7,500 万円以下、3年間総額：9,750万円以下 
補助率：2/3以内（事業管理機関が大学・公設試等の場合、大学・公設試等の補助率は

定額） 
※平成25年度までは委託事業、平成26年度より補助率2/3以内、大学・公設試等は補助

額の1/3（1,500万円）を上限として定額補助 
 

 

＜本制度の概要と支援スキーム（令和２年度まで）＞ 
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＜本制度の概要と支援スキーム（令和３年度）＞ 

 

 

 

④支援実績 

平成18年度から令和2年度までの間、2,263件の採択。（予算総額 1,942.3億円） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 戦略的基盤技術高度化支援事業（プロジェクト委託型）H27 年度 5 件、H28 年度 6 件採択 

  

年度 特定ものづくり
基盤技術

予算額
（億円）

補助金申請件数
（件）

補助金採択件数
（件）

平成18年度 17分野 64.0 323 80
平成19年度 19分野 93.6 218 89
平成20年度

20分野

88.0 134 48

平成21年度
54.0 200 44

補正 132.5 658 253

平成22年度
150.1 977 308

予備費 95.0 564 125

平成23年度
150.0 732 137

三次補正 49.8 263 51
平成24年度

22分野
132.0 639 134

平成25年度 107.8 652 112
平成26年度 11分野 123.0 387 150
平成27年度

12分野

126.2 326 143
平成28年度 121.8 287 113
平成29年度 115.1 297 108
平成30年度 114.5 334 126
令和元年度 114.6 304 137
令和2年度 110.3 326 105
累計 1,942.3 7,621 2,263
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（６）その他中小企業等経営強化法に係る支援策 

中小企業等経営強化法に基づく経営革新計画に取り組む中小企業への支援策を以下に示

す。 

なお、（旧）中小ものづくり高度化法に基づく特定研究開発等計画は、上記の経営革新計

画に整理統合された。 

 

①日本政策金融公庫からの特別貸付 

事業の実施に必要な資金について、日本政策金融公庫より優遇金利（特別利率②）で

の特別貸付の実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②特許料及び特許審査請求料の軽減 

事業の成果を特許化する場合、(１)特許審査請求料の半額、(２)特許料（第1年分から第

10年分）を半減。 
 

 ③中小企業信用保険法の特例 

  事業を実施する中小企業者が金融機関から融資を受ける際に、信用保証協会による債務

保証限度額を拡充。 

 

 ④中小企業投資育成株式会社法の特例 

  事業を実施するために増資するような場合には、資本金3億円超の場合であっても、中

小企業投資育成株式会社が株式引受等を支援（通常は資本金3億円以下の中小企業者にし

か投資できない）。 
 

  

  ② 
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（７）本制度に類似する他のプログラム 

中小企業も支援対象者となる研究開発等を支援するプログラム（補助、委託を含む）の

内、国、国立研究開発法人、公益財団法人（東京都）の例を示す。 

これらの支援プログラムは、経営革新のための設備投資等を対象とするもの（ものづく

り・商業・サービス生産性向上促進補助金：中小企業庁）、事業化まで10年以上を要する

革新的な技術やシステムの先導研究を対象とするもの（NEDO先導研究プログラム／新技

術先導研究プログラム：NEDO）、医療機器の開発・事業化に特化したもの（医工連携イ

ノベーション推進事業（開発・事業化事業）：AMED）、大学等のシーズの実用化開発を

対象とするもの（A-STEP（研究成果最適展開支援プログラム）、NexTEP（産学共同実用

化開発事業）：いずれもJST）、地域が抱える課題を解決するための技術・製品開発を対象

とするもの（次世代イノベーション創出プロジェクト2020助成事業：東京都中小企業振興

公社）等であり、中小企業のものづくり基盤技術の高度化を通じて、我が国製造業の国際競

争力の強化及び新たな産業の創出を図ることを目的として、研究開発等を支援する本制度と

は、制度の主旨・目的や内容が異なるものである。
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項目 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金 NEDO 先導研究プログラム／新技術先導研究プログラム 

実施主体 経済産業省（中小企業庁） NEDO（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構） 

制度概要 中小企業・小規模事業者等が今後複数年にわたり相次いで直面

する制度変更（働き方改革や被用者保険の適用拡大、賃上げ、

インボイス導入等）等に対応するため、中小企業・小規模事業者

等が取り組む革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの

改善を行うための設備投資等を支援する。 

省エネルギー・新エネルギー・CO2 削減等のエネルギー・環境

分野及び新産業創出に結びつく産業技術分野において、2030

年以降の社会実装及び 2050 年頃を見据えた革新的な技術・シ

ステムの先導研究を産学連携の体制で実施する。 

支援内容 ・一般型：中小企業者等が行う「革新的な製品・サービス開発」又

は「生産プロセス・サービス提供方法の改善」に必要な設備・シス

テム投資等を支援 

・グローバル展開型：中小企業者等が海外事業の拡大・強化等を

目的とした「革新的な製品・サービス開発」又は「生産プロセス・サ

ービス提供方法の改善」に必要な設備・システム投資等を支援

（①海外直接投資、②海外市場開拓、③インバウンド市場開拓、

④海外事業者との共同事業、のいずれかに合致するもの） 

革新性、独創性があり、産業への波及効果が期待できる研究開

発（ハイリスク・ハイリターンな研究開発） 

＜エネルギー・環境新技術先導研究プログラム＞ 

対象分野：抜本的な省エネルギー、新エネルギー、CO2 削減等

に資するエネルギー・環境分野 

＜新産業創出新技術先導研究プログラム＞ 

対象分野：革新的技術による社会課題解決、新たな需要創出と

生産性革命の実現に資する技術分野 

支援対象者 国内に本社及び補助事業の実施場所を有する中小企業者及び

特定非営利活動法人 

企業、大学等による産学連携体制 

補助金、助成金、 

委託金の上限 

・一般型：100 万円～1,000 万円 

・グローバル展開型：1,000 万円～3,000 万円 

上限 1 億円以内／年・件 

補助率(助成率) 中小企業者 1/2、小規模企業者・小規模事業者 2/3 委託：NEDO 負担率 100％ 

期間 一般型：10 ヶ月以内、グローバル展開型：12 ヶ月以内 原則 1 年（12 ヶ月）以内、最長 2 年 

制度開始-終了年度 2012 年度～ 2014 年度～ 
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項目 研究開発型スタートアップ支援事業 

／シード期の研究開発型スタートアップに対する事業化支援 

／事業会社と連携する構想を持つ研究開発型スタートアップに

対する事業化支援 

医工連携イノベーション推進事業（開発・事業化事業） 

実施主体 NEDO（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構） 

AMED（国立研究開発法人日本医療研究開発機構） 

制度概要 我が国の企業、大学、研究機関等が有する技術シーズの発掘か

ら事業化までを一貫して政策的に推進することにより、研究開発

型スタートアップの創出、育成を図り、経済活性化、新規産業・雇

用の創出につなげることを目的とする。 

医療現場が抱える課題に応える医療機器について、日本が誇

る「ものづくり技術」を活かした開発・事業化を推進することによ

り、我が国の医療機器産業の活性化と医療の質の向上を実現

する。 

支援内容 ・シード期の研究開発型スタートアップ（以下 STS）に対する事業

化支援は、研究開発型スタートアップを支援する国内外のベン

チャーキャピタルやシード・アクセラレーター等（以下 VC 等）を

認定し、その VC 等が出資する STS へ実用化開発助成を実施。 

・事業会社と連携する構想を持つ研究開発型スタートアップ（以

下 PCA）に対する事業化支援は、事業会社と連携する構想を持

ち、提案時からおおむね 3 年で継続的な売り上げをたてる具体

的な計画がある研究開発型スタートアップに対する事業化支

援。 

1．市場拡大が期待されるクラスⅢ、Ⅳの医療機器の開発 

・国内外において事業化を目指すクラス分類がⅢ又はⅣの革

新的な新医療機器又は改良医療機器を想定 

・国内市場において輸入製品の代替を目指すクラス分類がⅢ

又はⅣの後発医療機器を想定 

2．重点 5 分野（医療機器開発の重点化に関する検討委員会）

に係るクラスⅠ、Ⅱの医療機器又は非医療機器の開発 

・クラス分類がⅠ又はⅡとなることが想定される医療機器 

・臨床現場の効率改善、安全性向上に寄与する非医療機器 

支援対象者 ・STS：国内に拠点を持つ研究開発型スタートアップへの投資や

事業化支援を行う機能を有する単独又は複数の企業等。 

・PCA：事業会社と連携する構想の研究開発型スタートアップ。 

ものづくり中小企業、製造販売企業、医療機関を含む共同体を

組織した国内の民間企業が代表機関 

補助金、助成金、 

委託金の上限 

・STS：200 百万円以内/(2 年) 

・PCA：250 百万円以内/(1 年) 

・クラスⅢ、Ⅳの医療機器：1 課題当たり年間 76 百万円程度、

ただし、2 年目以降、治験実施計画の届出に基づき治験を実

施する年度は 115 百万円程度 

・クラスⅠ、Ⅱの医療機器又は非医療機器：1課題当たり年間76 

百万円程度（医療機器）、38 百万円程度（非医療機器） 

補助率(助成率) 2/3 以内 2／3 

期間 STS：2 年以内、PCA：1 年以内 3 年 

制度開始-終了年度 2014～2023 年度 2020 年度～ 
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項目 NexTEP（産学共同実用化開発事業） A-STEP（研究成果最適展開支援プログラム） 

実施主体 JST（国立研究開発法人科学技術振興機構） JST（国立研究開発法人科学技術振興機構） 

制度概要 ・企業ニーズ（解決すべき技術課題）を踏まえた、企業による大学

等の研究成果に基づく研究シーズの実用化開発を支援する。

（AI・IoT 分野を優先。医療分野は原則として募集の対象外。） 

・開発リスクを国（JST）が負担し、企業単独では困難な開発を後

押しする。 

大学・公的研究機関等で生まれた科学技術に関する研究成果

を国民経済上重要な技術として実用化することで、研究成果の

社会還元を目指す技術移転支援プログラムである。 

支援内容 ・「一般タイプ」では、大企業から中堅中小企業等が行う、大学等

の研究成果に基づくシーズを用いた、開発リスクを伴う規模の大

きい開発を支援する。 

・「未来創造ベンチャータイプ」では、原則として設立後10年以内

の企業が行う、開発リスクは高いが未来の産業を創造するイン

パクトが大きい開発を支援する。 

大学等が創出する社会実装志向の多様な技術シーズの掘り起

こしや、先端的基礎研究成果を持つ研究者の企業探索段階か

らの支援を、適切なハンズオン支援の下で研究開発を推進する

ことで、中核技術の構築や実用化開発等の推進を通じた企業

への技術移転を行う。 

支援対象者 研究シーズの発明者・所有者の了承を得た開発実施企業と大学

等の研究者 

 

補助金、助成金、 

委託金の上限 

原則、総額 1 億円以上、50 億円以下 

 

※開発成功の場合 

開発費支出額を 10 年以内に年賦返済(無利子)、又は一括返

済。「未来創造ベンチャータイプ」については、返済猶予最大 5

年間。 

※開発不成功の場合 

開発費支出額の 10%を一括返済。（開発費支出の 90%は返済

免除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助率(助成率) 委託  

期間 原則、10 年以下  

制度開始-終了年度 2012 年度～ 2009 年度～ 

支援 

メニュー 

トライアウト 産学共同 企業主体 

育成型 本格型 マッチング 

ファンド型 

返済型 

目的・ 

狙い 

大学等のシー

ズが企業ニー

ズの達成に資

するか、可能

性 を 検 証 す

る。 

大学等の基礎

研究成果を企

業との共同研究

に繋げるまで磨

き上げ、共同研

究体制の構築

を目指す。 

大学等の技術

シーズの可能

性・実用性検証

を行い、実用化

に向けて中核

技術の構築を

目指す。 

大学等の研究成果・技術シー

ズに基づく企業主体による実用

化開発を行う。 

課題提案 

者 

大学等の研究

者 

大学等の研究

者 

企業と大学等の

研究者 

企業 

対象分野 特定の分野を指定せずに幅広く募集。（但し、医療分野は対象外） 

研究開発 

期間 

最長 2 年度 最長 3 年度 最長 5 年度 最長 6 年度 原則、 

最長 6 年度 

研究開発 

費 

上限 300 万円 

（総額） 

上限 1,500 万円

（年額） 

初年度は上限

750 万円   

上限 1 億円(年

額) 

初年度は上限

5,000 万円 

上限 5 億円

（総額） 

原則、 

上限 10 億円

（総額）   

資金種類 グラント グラント マッチング 

ファンド 

ファンド 

実施料納付 

開発成功時、

返済要 

開 発 不 成 功

時、90％免除 

実施料納付 
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項目 新製品・新技術開発助成事業 次世代イノベーション創出プロジェクト 2020 助成事業 

実施主体 公益財団法人東京都中小企業振興公社 公益財団法人東京都中小企業振興公社 

制度概要 本事業では、実用化の見込みのある新製品・新技術の自社開発

を行う都内中小企業者等に対し、試作開発における経費の一部

を助成する。 

次世代の産業を牽引するような中小企業による技術開発要素

のある大型開発プロジェクトを支援する事業。イノベーションマ

ップで示された開発支援テーマに基づき、中小企業を核とした

連携体（他企業・大学・研究機関等）が行う技術・製品開発に要

する経費の一部を助成する。  

支援内容 対象となる事業分野 

1．新製品・新技術の研究開発（ハード面の研究開発） 

2．新たなソフトウェアの研究開発 

3．新たなサービス創出のための研究開発 

 

イノベーションマップで定められている開発支援テーマ 

1.防災・減災・災害予防 

2.インフラメンテナンス 

3.安全・安心の確保 

4.スポーツ振興・障害者スポーツ 

5.子育て・高齢者・障害者等の支援 

6.医療・健康 

7.環境・エネルギー 

8.国際的な観光・金融都市の実現 

9.交通・物流・サプライチェーン 

支援対象者 ・都内の本店又は支店で実質的な事業活動を行っている中小企

業者（会社及び個人事業者）等 

・都内での創業を具体的に計画している個人 

・都内の本店又は支店で実質的な事業活動を行っている中小

企業者等（会社及び個人事業者） 

・都内での創業を具体的に計画している個人 

補助金、助成金、 

委託金の上限 

1,500 万円 

※助成対象経費：原材料・副資材費、機械装置・工具器具費、委

託・外注費、産業財産権出願・導入費、専門家指導費、直接人

件費 

8,000 万円（申請下限額 1,500 万円） 

※助成対象経費：原材料・副資材費、機械装置・工具器具費、

委託・外注費、専門家指導費、直接人件費、規格等認証・登

録費、産業財産権出願・導入費、展示会等参加費、広告費 

補助率(助成率) 1/2 以内 2/3 以内 

期間 最長 1 年 9 ヶ月 3 年以内 

制度開始-終了年度 1988 年度～ 2015 年度～ 
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Ⅰ．制度の必要性 
【評価項目】 当省(国）が実施することの必要性 
中間評価時点においてなお、次の①から⑤のいずれかを満たすものであるなど、当省(国）

において、当該制度を実施することが必要であることが明確であること。 
①多額の研究開発費、長期にわたる研究開発期間、高い技術的難度等から、民間企業のみ

では十分な研究開発が実施されない場合。 
②環境問題への先進的対応等、民間企業には市場原理に基づく研究開発実施インセンティ

ブが期待できない場合。 
③標準の策定、データベース整備等のうち社会的性格が強いもの（知的基盤）の形成に資

する研究開発の場合。 
④国の関与による異分野連携、産学官連携等の実現によって、研究開発活動に新たな付加

価値をもたらすことが見込まれる場合。 
⑤その他、科学技術的価値の観点からみた卓越性、先導性を有していたり、挑戦的（チャ

レンジング）な研究開発など、国が主体的役割を果たすべき特段の理由がある場合。 
 
Ⅰ－１．制度の必要性 
１．国の制度としての妥当性・国の関与の必要性 

（１）（旧）中小ものづくり高度化法での位置付け 
・国は、認定計画にしたがって、行われる特定研究開発等に必要な資金の確保に努める

こと（第 6 条） 
（２）事前評価時における必要性 

①国の制度としての妥当性 
・我が国重要産業の競争力の持続的な維持・強化という観点から、経営基盤の脆弱な中

小企業に対し、資金支援や優遇措置等、競争力の強化に向けた施策を講じる必要性は

高い。(平成 18 年度事前評価) 
②国の関与に対する必要性 
・川上・川下間の情報の非対称性、研究開発における不確実性、人材確保・育成の困難

性といった課題は、我が国産業を巡る変化の中で生じている構造的な課題であること

から、産業構造を俯瞰し、最適な川上・川下関係の構築や市場環境の整備を図る上で、

国の関与は不可欠。(平成 18 年度事前評価) 
・求められる技術の高度性・専門性ゆえに、研究開発の不確実性・リスクが増大し、研

究開発の実施を市場原理に委ねておくと、経営資源の脆弱な中小企業において、必要

な取組が進まず、その結果、我が国重要産業の競争力に重大な影響を及ぼす。(平成 18
年度事前評価) 

③制度の必要性 

 本制度は、（旧）中小ものづくり高度化法に基づき、国の守るべき基盤技術を特定基盤

技術に限定し、研究開発計画の法認定を受けた事業者に技術開発を支援するもの。認定

研究開発計画のうち、ハイリスクで波及効果の高い革新的なプロジェクトを選定してい

る。 

 本制度を通じて多くの中小ものづくり企業が付加価値の高い製品を生み出し、また、

新たな雇用を創出することにつながるだけでなく、我が国製造業の基盤の強化・新産業
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の創出を通じて多大な波及効果も期待できるものであるから、国として実施する必要性

が極めて高い。 

  

（３）中小企業等経営強化法での位置付け 
2020 年（令和 2 年）に中小ものづくり高度化法は、中小企業等経営強化法に整理統合さ

れ、本制度は中小企業等経営強化法の下に継続されることとなる。 
 

 ・中小企業等の経営強化に関する基本方針において、「技術に関する研究開発及びその成

果の利用に当たって配慮すべき事項」を定めることとしている（第 3 条） 
 ・中小企業等の経営強化に関する基本方針（技術に関する研究開発及びその成果の利用

に当たって配慮すべき事項） 
国は、我が国製造業の国際競争力を支えるものづくり基盤技術の高度化及び我が国

経済の大部分を占めるサービス業の労働生産性の向上の観点から、技術及び市場の動

向、企業の先駆的取組事例等に係るデータベースを整備するとともに、研究開発に取

り組む中小企業が参考とするために、今後社会に求められる技術の方向性及び具体的

な開発手法の情報を広く発信するよう努めるものとする。（研究開発の方向性の提示 

第 3 第 4 項第 1 号） 
 ・国は、中小企業者の技術に関する研究開発による経営強化を図るため、中小企業者と大

学、高等専門学校等との連携による人材の育成、知的財産の適切な保護及び活用、研究

開発の成果の取扱いに係る取引慣行の改善その他必要な施策を総合的に推進するよう

努めるものとする。（第 48 条） 
 

（４）政策的位置付け 
①新産業創造戦略 2005 （平成 17 年 6 月） 
・高度部材産業・基盤産業への施策の重点化 
②新成長戦略 （平成 22 年 6 月） 
・研究環境改善と産業化推進の取組を一体として進めることにより、イノベーションとソ

フトパワーを持続的に生み出し、成長の源となる新たな技術及び産業のフロンティアを

開拓していかなければならない。 
・イノベーション創出のための制度・規制改革と知的財産の適切な保護・活用を行う。 
③中小企業憲章 （平成 22 年 6 月） 
・中小企業の技術力向上のため、ものづくり分野を始めとする技術開発を支援する。 
・経営革新や技術開発などを促すための政策金融や、起業、転業、新事業展開などのため

の資金供給を充実する。 
・業種間連携などの取組を支援し、力の発揮を増幅する。 
④日本再興戦略 （平成 25 年 6 月） 
・医療、環境分野等の成長分野に中小企業・小規模事業者が直接参入しやすくする。 
⑤日本再興戦略改訂 2014 –未来への挑戦- （平成 26 年 6 月） 
・マーケットインの発想に基づく産学官連携による製品開発を促進するため、デザイン等

を追加する。 
⑥未来投資戦略 2017 （平成 29 年 6 月） 
・中小企業・小規模事業者の技術開発からその事業展開における第４次産業革命への対応
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に向け、中小ものづくり高度化法の指針などを含め技術開発の枠組みについて、IoT や 
AI 等の技術革新を一層取り込み、付加価値向上を進めるための見直しを本年度中に行

う。 
⑦成長戦略フォローアップ（令和元年 6 月） 
・2019 年 3 月に開設した認定支援機関の活動実績等を見える化するホームページをはじ

めとし、中小企業支援機関の専門性や実績の見える化の対象を拡大する。また、中小企

業支援を行う公設試や大学等についても、サポイン補助金等における活動実績等を見え

る化するデータベースを構築する。 
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２．中小企業の研究開発の現状 
中小企業実態基本調査（平成 30 年度決算実績）によれば、中小企業（製造業＝法人企業＋

個人企業）で研究開発を行っている比率は 5％（＝20,812／382,039）で、規模は 20 百万円

／年・社（＝426,132／20,812）である。また、中小企業（製造業：法人企業）で研究開発を

行っている比率は 7％（＝16,591／249,160）で、規模は 26 百万円／年・社（＝425,498／
16,591）である。 

 
中小企業実態基本調査（平成 30 年度決算実績） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：「令和元年中小企業実態基本調査」 中小企業庁 2020 年 7 月 30 日 
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/kihon/index.htm 

計 法人企業 個人企業

  382 039   249 160   132 879

研究開発・能力開発の状況（社）

研究開発を行った企業数   20 812   16 591   4 221

研究開発費（百万円）   426 132   425 498    634

中小企業技術基盤強化税制（研究開発税制）を利用した企業数   1 930   1 930 －

中小企業技術基盤強化税制（研究開発税制）を利用していない企業数   18 137   13 937   4 200

能力開発を行った企業数 …   20 052 …

能力開発費（百万円） …   29 384 …

研究開発や能力開発を行っていない企業数   346 872   218 214   128 658

ＮＡ（無回答） － － －

特許権・実用新案権・意匠権・商標権の取得状況（社）

特許権・実用新案権・意匠権・商標権がある企業数   33 928   32 044   1 884

特許権・実用新案権・意匠権・商標権がない企業数   348 111   217 116   130 995

特許権の所有件数（件）   62 077   61 101    975

うち、使用している特許権   46 241   45 449    792

うち、自社開発した特許権   42 369   41 577    792

実用新案権の所有件数（件）   10 705   10 668    38

うち、使用している実用新案権   8 167   8 136    31

うち、自社開発した実用新案権   8 047   8 019    27

意匠権の所有件数（件）   11 020   10 773    247

うち、使用している意匠権   9 645   9 400    245

うち、自社開発した意匠権   9 272   9 027    245

商標権の所有件数（件）   129 035   127 301   1 733

うち、使用している商標権   103 676   102 057   1 618

うち、自社開発した商標権   98 526   97 146   1 380

母集団企業数（社）
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企業規模別・業種別の売上高対研究開発費の推移では、中小企業の売上高に占める研究開

発費の割合は、業種にかかわらず、ほぼ横ばいで推移しており、同業種の大企業に比べて低

水準にあることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：「中小企業白書（2020 年版）」 中小企業庁 2020 年 4 月 24 日 
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2020/PDF/chusho/99Hakusyo_zentai.pdf 

 
 
研究開発を実施している中小企業の割合では、業種によって実施割合の水準は異なるもの

の、中小企業の中でも従業員規模が大きくなるほど実施割合が総じて高いことが見て取れる。

研究開発を行うためには、十分な設備・人材・資金などの経営資源が必要であり、企業規模

の小さな企業にとって、研究開発に取り組むことは必ずしも容易でないことが示唆される。 
 

 
 
出典：「中小企業白書（2020 年版）」 中小企業庁 2020 年 4 月 24 日 
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2020/PDF/chusho/99Hakusyo_zentai.pdf 
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３．イノベーションに関する課題 
 日本企業にとっての研究開発と知財の領域におけるイノベーションの阻害要因を下図に示

す。多くの日本企業では、「新しい技術・知見獲得の機会不足」、「必要な研究能力と既存人材

のミスマッチ」、「新技術への投資の不足」といった内容をイノベーションの阻害要因として

挙げている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本企業の研究開発及び知財におけるイノベーション創出の阻害要因 
 

出典：「オープンイノベーション白書第三版 日本におけるイノベーション創出の現状と未来への提言」  
オープンイノベーション・ベンチャー創造協議会（JOIC）、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）、2020 年 6 月 
https://www.nedo.go.jp/content/100918466.pdf 
 
 5 年前と比較した研究開発の内容の変化を下図に示す。短期的（1～3 年）な成果を求める

研究開発が増加した、という回答の割合は 38％であった。一方で、長期的（5 年以上）な成

果を求める研究開発について、減少若しくは行っていないという割合が 33％となっている。

これらから、直近 5 年では、長期的な成果よりも短期的な成果を求める傾向が強まっている

と考えられている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5 年前と比較した研究開発の内容の変化 
 
出典：「オープンイノベーション白書第三版 日本におけるイノベーション創出の現状と未来への提言」  

オープンイノベーション・ベンチャー創造協議会（JOIC）、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）、2020 年 6 月 
https://www.nedo.go.jp/content/100918466.pdf 
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 オープンイノベーションによって得られた効果、及び、オープンイノベーションによって

得られたリソースについて、下図に示す。オープンイノベーションの実施によって、新規事

業の創出などの効果を生み出し、技術提携先や新事業アイデアの獲得などのメリットを享受

している日本企業が一定数存在している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

オープンイノベーション実施によって得られた効果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

オープンイノベーション実施によって得られたリソース 
 
出典：「オープンイノベーション白書第三版 日本におけるイノベーション創出の現状と未来への提言」  

オープンイノベーション・ベンチャー創造協議会（JOIC）、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）、2020 年 6 月 
https://www.nedo.go.jp/content/100918466.pdf 
 
 
 日本企業がオープンイノベーションを実施しない理由として、下図に示したように、リソ

ース（ヒト・モノ・カネ）の不足が 23％、手間・時間の不足が 21％、社内の理解の得にくさ

が 18％など必要な予算・人員の獲得が十分にできていないことと、社内の理解が十分に得ら

れないことが挙げられている。 
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オープンイノベーションを実施していない理由 
 
出典：「オープンイノベーション白書第三版 日本におけるイノベーション創出の現状と未来への提言」  

オープンイノベーション・ベンチャー創造協議会（JOIC）、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）、2020 年 6 月 
https://www.nedo.go.jp/content/100918466.pdf 
 
 以上の状況から、オープンイノベーション白書において、日本企業はリスクの低い既存の

製品・サービスや技術に関連する改善については効果を得ているが、劇的に世の中にインパ

クトを与えることを期待できる新製品・サービスや技術に対する取組を十分に進めることが

できていない可能性があると指摘されている。 
 
一方、日本企業は、産学官のオープンイノベーションを含むイノベーション創出の取組を、

各主体が効果的に実施することにより、更に進化する余地もある。 
中小企業を対象とした、オープンイノベーションの連携先を見ると、同業種の中小企業が

多いが、異業種や大学と連携する企業において、労働生産性の上昇幅が大きいことが示され

ている。 
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オープンイノベーションの連携先 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

オープンイノベーションの連携先別労働生産性の変化 
 
出典：「中小企業白書（2020 年版）」 中小企業庁 2020 年 4 月 24 日 
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2020/PDF/chusho/99Hakusyo_zentai.pdf 
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４．外部審査員アンケート結果 
 アンケートの概要は以下。 
・調査方法：本制度評価事業により調査票（電子ファイル）を電子メールで送付、回収 
・調査対象：外部審査員 415 者（技術評価者 230 者、事業化評価者 185 者） 
・回答数：311 者（技術評価者 173 者、事業化評価者 138 者） 
・回収率：74.9％（技術評価者 75.2％、事業化評価者 74.6％） 
・調査期間：2020 年 7～8 月 
 
本事業を国が実施することの意義について、以下の回答を得た。 

※）「技術評価者」とは、技術の新規性、独創性及び革新性等の技術面から審査を実施する大

学教授等の外部審査員。「事業化評価者」とは、事業化計画の妥当性等の事業化面から審査を

実施する中小企業診断士等の外部審査員。 
 
民間企業のみでは十分な研究開発が難しいテーマの採択については、「十分に採択できて

いる」、「ある程度採択できている」を合計すると、技術評価者は 80％、事業化評価者は 75％
であった。また、否定的な回答は、技術評価者は 8％、事業化評価者は 12％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
民間企業のみでは市場原理に基づく研究開発実施インセンティブを十分に期待することが

難しいテーマの採択については、「十分に採択できている」、「ある程度採択できている」を合

計すると、技術評価者は 72％、事業化評価者は 66％であった。また、否定的な回答は、技

術評価者は 11％、事業化評価者は 12％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

23.7%

23.9%

56.1%

50.7%

12.1%

13.8%

2.9%

5.1%

0.0%

0.7%

5.2%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術評価者

事業化評価者

民間企業のみでは十分な開発が難しいテーマが採択されているか

① 十分に採択できている ② ある程度採択できている ③ どちらともいえない

④ あまり採択できていない ⑤ ほとんど採択できていない ⑥ わからない

(n=311)

19.4%

21.2%

52.9%

45.3%

16.5%

21.2%

5.9%

4.4%

0.6%

0.7%

4.7%

7.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術評価者

事業化評価者

市場原理に基づく研究開発インセンティブの確保が難しいテーマが採択されているか

① 十分に採択できている ② ある程度採択できている ③ どちらともいえない

④ あまり採択できていない ⑤ ほとんど採択できていない ⑥ わからない

(n=307)
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  標準の策定やデータベース整備等の内、社会的性格が強いもの（知的基盤）の形成に資

する研究開発テーマの採択については、「十分に採択できている」、「ある程度採択できてい

る」を合計すると、技術評価者は 41％、事業化評価者は 53％であった。また、否定的な

回答は、技術評価者は 39％、事業化評価者は 22％であった。   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  事業を通じて大学や公的機関など異分野間・産学官での連携を行うことで、事業者にお

ける研究開発活動に新たな付加価値をもたらすことが見込まれるテーマの採択については、

「十分に採択できている」、「ある程度採択できている」を合計すると、技術評価者、事業

化評価者共に 81％であった。また、否定的な回答は、技術評価者は 9％、事業化評価者は

7％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
科学技術的価値の観点からみた卓越性、先導性を有しているテーマの採択については、「十

分に採択できている」、「ある程度採択できている」を合計すると、技術評価者は 68％、事業

化評価者は 70％であった。また、否定的な回答は、技術評価者は 10％、事業化評価者は 12％
であった。 
 
 
 
 
 
 
 

13.3%

16.1%

27.7%

37.2%

20.2%

24.8%

17.9%

15.3%

6.9%

2.2%

13.9%

4.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術評価者

事業化評価者

標準策定・データベース整備等のうち知的基盤の形成に資するテーマが採択されているか

① 十分に採択できている ② ある程度採択できている ③ どちらともいえない

④ あまり採択できていない ⑤ ほとんど採択できていない ⑥ わからない

(n=310)

25.6%

27.0%

55.8%

54.0%

9.9%

11.7%

5.8%

4.4%

0.0%

0.7%

2.9%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術評価者

事業化評価者

異分野連携による新たな付加価値創出が見込まれるテーマが採択されているか

① 十分に採択できている ② ある程度採択できている ③ どちらともいえない

④ あまり採択できていない ⑤ ほとんど採択できていない ⑥ わからない

(n=309)

15.7%

22.5%

52.3%

47.8%

22.1%

17.4%

7.6%

4.3%

0.6%

1.4%

1.7%

6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術評価者

事業化評価者

科学技術的価値の観点からみた卓越性・先導性を有するテーマが採択されているか

① 十分に採択できている ② ある程度採択できている ③ どちらともいえない

④ あまり採択できていない ⑤ ほとんど採択できていない ⑥ わからない

(n=310)
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５．採択事業者及び外部専門家へのヒアリング結果 
 ヒアリングの概要は以下。 
・調査方法：本制度評価事業によりオンライン面談等 
・調査対象：採択事業者 30 者（研究実施機関 16 者、事業管理機関 14 者）、外部専門家 10
者 ※採択事業者は、地域、特定ものづくり基盤技術の分野、事業終了年等を考慮し選択 
・調査期間：2020 年 10～11 月 
※）「外部専門家」とは、産構審評価 WG 元委員、採択審査委員会委員、自治体関係者等。 
 
本事業を国が実施することの意義について、以下の回答を得た。 

 
【採択事業者】 

＜研究実施機関（中小企業）＞ 

・中小企業に対する高額の資金援助や、異分野、産官学連携等の機会の提供といった国の

支援は必要である。特に、研究者にとっては、このような制度を利用しなければ、異分

野、産官学連携の機会はあまりない。 

・未来投資と言う面で、資金面での国の支援が無ければ二の足を踏んでいたと思う。 

・企業規模に対して、大きな資金が必要な場合に有効であり、もし支援がない場合は、開

発そのものを断念せざるを得ないこともある。 

・中小企業の規模にもよると思うが、私たちの開発に対して、費用や技術的なハードルに

関しては、国の支援は必要と思う。 

・開発構想があり、それがサポインの募集内容、補助金額に合っていた。 

・零細中小企業では国の支援がなければ研究事業は実現できない。 

・共同研究機関が複数県にまたがること、何より予算規模が大きいことから国の支援で

なければ困難であったと考える。 

・国の支援が無ければ、本事業は実現しなかった。 

・新製品開発はリスクがあり、中小企業独自では開発に踏み切れない場合がある。国の支

援があれば、新製品の開発に着手することができる。 

・研究開発を中小企業が独自の資金を基に遂行することは難しい。国の支援があったか

らこそ、独自では手が出せなかった事業にも挑戦することができたし、持っていた技術

を更に確かなものに形作ることができ、未来を見据えた事業化につながっている。 

・初めて開発に取り組む分野であり、開発及び生産体制を一から構築する必要があった

ため、費用・期間・技術的なハードルは全て高く、国の支援がなければ当該研究開発は

実現しなかったと思われる。 

 

＜事業管理機関＞ 

・地方の公設試と中小企業の資金力だけでは、サポイン事業で行ったような研究開発は

難しく、国の支援が非常に有効であると感じている。 

・中小企業については、多額の費用を要する研究開発については、国の支援がなければ、

実施できないか、実施は非常に困難である。また、新たな挑戦的な研究開発で自社の技

術のみで開発するのが困難である場合は大学、公的研究機関、異業種の企業等と連携し

て行う必要があるが、中小企業単独でのマネジメントは困難である。サポイン事業では、

事業管理機関等がしっかりサポートして、着実に研究開発をすすめることができる。 
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・企業ごとに事情は異なると思われるが、新技術開発における最大の課題は、開発資金と

考えられる。高額の装置や設備を購入するにあたり、2/3 補助であることは大きな動機

となると考える。更に、大学や公設試と共同研究を行う際には、通常なら研究費を企業

負担する必要があるが、サポインでは大学、公設試としては全額補助となり、サポイン

に積極的に参加しやすくなる。また中小企業の負担が少なくなるメリットもある。 
・国の支援がなければ、本プロジェクトは実現しなかったと思う。中小企業は、大規模な

研究開発を行うための資金は通常保有しておらず、また、異分野の専門知識をもった関

係者とのつながりもないことが多いので、国が支援する必要がある。 
・中小企業の新製品の開発や事業化に関して、補助金額が他の補助金に比較して大きい

ことから、有効な補助金となっている。サポイン事業に応募しなかった場合には、中小

企業は資金的に窮していること等から、技術開発は断念し、又は基本的な開発に留まる

こともある。 
・自主財源のみの開発と比較して、開発スピードは加速し、規模も大きく取り組むことが

できる。元々取り組みたいというマインドはあっても資金面から躊躇していた企業の後

押しとなっている。また、国の採択を受けたことで、対外評価が高くなること、開発を

通した人材育成もメリットの一つ。展示会等でも「サポイン〇〇年度採択」という表示

を見ることがある。 

・国の支援がなければ、資金的に当該研究開発はできなかった。国の支援の必要性は大い

にあった。地方自治体その他の補助金制度では金額の制限等があり、不十分である。 

 

 
【外部専門家】 

・中間評価基準に挙げられた項目につきるが、あえて追加項目を上げると、「将来の日本

の研究開発環境をまもるための包括的な研究開発」のように、直接の事業性よりも間

接的な寄与を目指すものも意義に含まれると考える。また、我が国の産業活性化に資

する制度として充分に寄与していると考える。 
・中間評価基準に挙げられた項目の中では、「研究開発費用や期間、技術的な難易度等か

ら民間企業のみでは難しい研究開発」、「環境問題への対応等、民間企業には市場原理

に基づくインセンティブが期待できない研究開発」、「科学技術的価値の観点からみた

卓越性、先導性を有している研究開発」が、特に該当すると思われる。 
・ものづくりはわが国の根幹産業であり、現在の稼ぎ頭でもある。産業構造は変化しつつ

あるが、しばらくはものづくりが中心であることに変わりはないであろう。そのもの

づくりは、医療や環境など新分野が登場してきているが、それらの根幹の部分は切削

やプレス、鋳造などの従来型ものづくり技術によって支えられていることが多い。こ

うした従来型ものづくり技術は既に完成された技術ではなく、まだまだ原理・原則を

極めなくてはならない研究課題が数多く残されている。ところが原理・原則を極める

はずの大学でこうした分野の研究が失われつつあり、わが国のものづくり基盤力のグ

ローバル競争力を低下させることが懸念される。それを払拭するために、わが国の稼

ぎ頭を引き続き担えるものづくりとして、技術開発の基盤先を大学から中小企業に変

えていく必要があろう。これはものづくりの安全保障とも言え、国が関わる意義があ

る。 
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・国が研究開発の支援を行う場合は、個別企業の研究開発の支援は難しいと思われるの

で、業界で共通基盤となるようなものを高度化すること、技術的難易度が高く、国の協

力で開発することで業界への波及効果、新たな付加価値をもたらす可能性があること、

が必要だと思われる。本制度では、このような観点から補助事業が採択されていると

思われるので妥当であると考えられる。上記を補充するものとして、異分野間・産学官

での連携により新たな付加価値をもたらす研究開発を進めることが望ましい。経産局

や公設試が積極的に異分野間・産学官での連携の橋渡しをするとよい。一方、補助金事

業は政策目的に沿った事業を採択することが必要と考えられるので、例えば政策とし

て国で重要な技術分野を設定した場合などに、その技術分野に重点的に予算を配分し、

採択数を増加させる、といった取組も必要と考えられる。この場合には、技術分野ごと

に、事業アウトカム及び事業アウトプットも最適化する必要がある。 
・サポインは、企業単体では技術的難易度及び研究開発費の規模的に困難な研究開発に

取り組む非常に良い事業であり、国が支援する意義は大きい。中小企業にとって、新分

野や異分野展開の開発は負担が大きく、新事業創出やものづくり基盤の高度化への貢

献が高い。この 2 つがクリアできれば、自ずと国際競争力も強化されることになる。 
・研究資金や研究人材の少ない中小企業にとって、提案型企業に脱皮していくために必

要な制度である。国の補助がないと中小企業（系列的な取引のものづくり企業）におけ

る研究開発への挑戦が少なくなる。素形材産業では、鋳造、鍛造、プレス加工といった

伝統的な業種の枠を超えた技術開発等を自主的に実施できる中小企業はほとんどな

く、国の補助、連携の場の提供があって、初めて実施できる。 
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Ⅱ．制度内容及び事業アウトプット 
【評価項目】 制度内容及び事業アウトプットの妥当性 
〇中間評価時点においてなお、事業アウトプット指標及び目標値が明確かつ妥当であるこ

と。また、挑戦的（チャレンジング）な研究開発に該当するものについては、産業社会

に大きな変革（ハイインパクト）をもたらすものであること、目標の達成確率が低い（ハ

イリスク）ものであることを前提とした目標値が適切に設定されていること。 
〇中間評価時点での事業アウトプットの目標値が達成されているとともに、関連する論文

発表、特許出願、国際標準の形成、プロトタイプの作成等が実施されていること。 
 
Ⅱ－１．事業のアウトプット 
１．指標・目標値 
実施件数及び当初見込（目標値）の件数を下表に示す。過去 3 年間（2017～2019 年度）

の活動実績は 331～361 件で、当初見込の 98～105％となっている。 
 
 
 
 
 
 

２．論文発表・特許出願状況 
論文発表件数、特許出願件数（累計）について、終了年度別に以下に示す（令和元年度フ

ォローアップ調査）。 
 
（１）論文発表 
 令和元年度フォローアップ調査の対象である、終了年度が H22fy～H30fy のプロジェクト

の内、データ収集ができた H22fy～H29fy のプロジェクト（1,152 件）では、177 のプロジ

ェクトから、累計 760 件の論文発表が行われている。 
 

終了年度別論文発表件数（累計） 
 
 
 
 
 
 
 
※終了年度が H30fy のプロジェクトについては、令和元年度フォローアップ調査ではデータが収集できなか

った。 

  

2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和2年度）
活動見込

2021年度
（令和3年度）
活動見込

活動実績（件） 353 331 361 348 ―

当初見込（件） 361 332 345 350 384

活動実績/当初見込（％） 98 100 105 99 ―

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
（8） （7） （6） （5） （4） （3） （2） （1） （0）

1～2件 5 11 14 9 13 15 13 8 － 88
3～5件 3 8 9 7 7 9 6 0 － 49

6～10件 2 5 7 5 2 3 0 2 － 26
11～20件 1 3 3 3 0 1 0 0 － 11
21件以上 1 1 1 0 0 0 0 0 － 3

計 12 28 34 24 22 28 19 10 － 177

71 133 214 117 66 86 44 29 － 760

論文発表
件数規模
別プロジェ
クト数

終了後8年間
累計

終了年度
（終了後年数）

終了年度別
論文発表件数

累計
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（２）特許出願 
 令和元年度フォローアップ調査の対象である、終了年度が H22fy～H30fy のプロジェクト

の内、データ収集ができた H22fy～H29fy のプロジェクト（1,152 件）では、463 のプロジ

ェクトから、累計 1,848 件の特許出願が行われている。 
  

終了年度別特許出願件数（累計） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※終了年度が H30fy のプロジェクトについては、令和元年度フォローアップ調査ではデータが収集できなか

った。 

 
３．外部専門家へのヒアリング結果 
事業のアウトプットの妥当性について、以下の回答を得た。 

 
【外部専門家】 

・１件当たりの補助金額と合わせて考えれば、過去 3 年の活動実績（実施件数、金額）は

妥当だと思われる。なお、予算状況によるが、実施件数（金額）の拡充が望まれる。現

在の 2 倍程度の実施件数（金額）が望ましい。 
・過去 3 年間の予算と採択件数をみると、予算は平準化状態であるが、採択件数は増加

しているので、1 件当たりの予算が少なくなってきているようにも思われる。政策目的

実現のために、例えば、特定技術分野別、地域別といった予算配分の選択と集中という

考えがあっても良いのではないか。 
・妥当な予算規模である。中小企業支援の観点では、予算規模が増えた方が良いが、予算

を増加する場合には、事業を管理する経済産業局の要員の増強等と合わせて考えない

と、各経済産業局のプロジェクト管理能力を超える危険性が有る。なお、ある年度にお

いて採択件数が特定の経済産業局管内に集中した場合にもプロジェクト管理能力を超

える危険性がある。 
・活動指標として、事業費がほぼ一定となっているが、サポインは世の中から求められて

いるので、もう少し、増額してもよいと考える。 
 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
（8） （7） （6） （5） （4） （3） （2） （1） （0）

1件 12 27 35 26 26 29 26 20 － 201
2～5件 15 29 42 27 24 26 20 22 － 205

6～10件 3 2 7 4 2 6 3 2 － 29
11～20件 1 1 4 3 2 0 2 0 － 13
21～30件 1 3 0 0 0 1 1 1 － 7
31～40件 1 1 1 0 0 0 0 0 － 3
41～60件 0 0 2 0 0 0 0 0 － 2
61件以上 0 1 1 0 1 0 0 0 － 3

計 33 64 92 60 55 62 52 45 － 463

151 405 454 180 203 175 164 116 － 1,848
終了年度別

特許出願件数
累計

特許出願
件数規模
別プロジェ
クト数

終了後8年間
累計

終了年度
（終了後年数）
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Ⅲ．制度の実施・マネジメント体制等 
【評価項目】 制度の実施・マネジメント体制等の妥当性 
〇中間評価時点においてなお、制度の実施・マネジメント体制等が、事業の目的及び事業

アウトカムを踏まえ、以下の点について明確かつ妥当であること。 
 ・制度の運営体制・組織 
 ・個々のテーマの採択プロセス 
 ・事業の進捗管理（モニタリングの実施、制度関係者間の調整等） 
 ・制度を利用する対象者 
 ・個々の制度運用の結果が制度全体の運営の改善にフィードバックされる仕組み 
 ・成果の利用主体に対して、成果を普及し関与を求める取組 
 ・国民との科学・技術対話の実施などのコミュニケーション活動 
 ・資金配分 
 ・社会経済情勢等周囲の状況変化への柔軟な対応 
（目標の再設定や、体制の変更、加速・中止も含めた計画変更の要否など） 

 ・国内外の他者において実施されている類似の研究開発や競合する研究開発等がある場

合、そのマネジメントの状況の比較 
〇事業の目的及び事業アウトカムを踏まえ、知財や研究開発データの取扱についての戦略

及びルールが十分検討され、具体化されていること。 
 
Ⅲ－１．制度の運営体制・組織 
１．戦略的基盤技術高度化支援事業の仕組み 
制度の運営体制は、経済産業省本省が制度運営・予算確保を行い、各管区の経済産業局が

提案の採択・事業執行を行うよう分担している。下図に戦略的基盤技術高度化支援事業の仕

組みを示す。 
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２．採択事業者及び外部専門家へのヒアリング結果 
制度の運営体制・組織等について、以下の回答を得た。 

 
【採択事業者】 

＜研究実施機関（中小企業）＞ 

・アドバイザーの 2 機関と共同で研究開発し、専門分野でそれぞれ大きな役割を果たし

た。非常によく連携できたと思う。同じ業界のニーズについて情報交換を継続してい

る。 
・プロジェクト期間中には、参加者である大学の先生、産業技術センター職員、ソフトウ

エア開発会社等の異分野企業とも協力関係が築け、サポイン事業終了後も気軽に相談

できるようになった。単独の視点では成しえなかったことも、別の視点から解決でき

た事柄も多かった。共同研究の進め方や試験結果の解析等についての知見を得ること

ができた。 
・アドバイザーは川下企業のユーザーに依頼した。仕様の設定、ニーズなどの助言を頂い

た。また、大学とも関連テーマで共同研究を実施した。現在は共同開発を行ってはいな

いが、必要に応じて相談したいと思っている。サポインを通じて、相談のパイプがで

き、研究開発活動への好影響があった。 
・アドバイザーは大学他の研究機関及び川下企業の民間企業に参入いただき、現在必要

なことや今後必要になることなど、打合せをすることができた。大学とは共同研究も

実施している。元々付き合いのある大学と企業のため、意思疎通は良くできている。異

分野との連携は難しいが、産学官の連携は以前より進んでいる。サポインでより進ん

だと考える。 

・本件研究開発の目標の範囲内ではあるが、商社系のアドバイザーからは市場の最近の

動向や今後の流れについての情報をいただけて参考になった。また、川下企業のアド

バイザーからは研究開発の方向性や必要な性能などに関して方向性を示してもらえ

た。 
・アドバイザーの選定において、関連性のある会社が複数含まれると互いに警戒しあっ

て、十分な情報を得られなかったことがある。共同体での意思疎通に悪影響を与える

ので、以後アドバイザーの選定には注意している。 
・種々の補助事業等で主に大学、川下企業と連携している。新規の研究開発における難題

に対して、異分野から見ると簡単に解決する案を持っていたりする。産学官で互いに

補うことができるので研究開発活動へ好影響になる場合が多い。しかし、自分の専門

分野で他分野や他の連携者からの意見を受け入れない場合もあった。メンバー間の連

携が崩れそうになることもあるので、連携先とは事前に十分に意思疎通しておく必要

がある。 
 
＜事業管理機関＞ 

・本事業の実施により、研究に携わった研究員の育成につながり、研究員が大学の技術シ

ーズの発表などに参加する機会が増えるなど、研究開発に対する意識が高まり、本事

業から派生した技術を利用した次の研究開発等につながった。 
・川下企業がアドバイザーの役割を兼ねている。また、工業試験所が、様々な分析を実施
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し、学術的知見も加えている。共同体での意思疎通は、緊密に行われていた。共同体の

良好な連携により、サポインの期間内に目標を達成することが可能となった。 
・川下企業若しくは川下企業に関わる商社などをアドバイザーとしている。技術面と事

業化面の両方に対して、アドバイスをもらっている。成果を伝えて利用上の価値を評

価してもらうこと等により、営業活動的な面もあり、有効だと思う。公的な中小企業支

援団体にもアドバイザーとなってもらっており、事業化についてのさまざまな問題に

ついてアドバイスをもらっている。 
・事業管理機関や研究機関等は定期的に会合をもっていたが、企業のアドバイザーにつ

いては、研究機関の技術的な秘密情報が顧客である川下企業に伝わる恐れがあったり、

また、アドバイザーの企業同士が競合関係にあったりしたため、アドバイザーには出

席を求めず、必要な時に、個別にアドバイスをもらった。したがって、事業管理機関や

研究機関間では秘密保持契約を締結しているが、アドバイザーとは締結せず、秘密保

持に支障のない範囲での情報交換を行った。 
・異分野連携に関しては、特に、医工連携で、モノづくり企業と医療関係企業あるいは大

学と連携することで、新しい技術や装置・機器を産み出すことができるというメリッ

トがある。課題としては、中小企業にとって、異分野で適切なパートナーを見つけるの

は大変で、計画段階でのコーディネーターなどの支援が望ましいと考える。 
・共同体の連携した活動が有効に機能し、サポイン事業の主体となった企業の技術開発

の基盤確立へ大きな成果をあげている。同社の特に若い世代が、専門知識を吸収し、ユ

ーザーである外部者に自信をもって対応することができるようになった。 
・アドバイザーには元自動車メーカーの開発部署にいた方が入っており、自動車メーカ

ーに対して本件の橋渡し役もしてもらっている。公立の産業技術センターで当該技術

に携わって来られた方にもテストサンプルの評価と改善の指導をしてもらっている。

両者共長年の付き合いがあり、コミュニケーションも良好である。 
・アドバイザーは、川下となる大企業、関連技術の研究者の他、機械装置・材料などのサ

プライヤーが参画している案件もある。スムーズな意思疎通の工夫として、共同体で

定期的に打合せの機会を設けている。 
・産学連携については、サポイン事業終了後も「大学の先生に気軽に相談できる」など、

相談の敷居が確実に下がり企業の外部ブレーンとしての関係性構築に結び付くケース

が多い。展示会でも会話しやすい環境となっている。 
・複数の川下企業がアドバイザーとして参加している場合には、アドバイザーは、推進会

議には出席しないで、個別にアドバイスを行う。サポイン事業参加者間では、アドバイ

ザーを含め秘密保持契約を締結している。 
・アドバイザーの属性は、大企業、中堅企業、中小企業、公設試、大学等様々である。求

められる役割も属性により異なっている。大企業、中堅企業には、研究開発成果を事業

化する際の川下企業の立場から助言する役割を担ってもらっている。中小企業、公設

試、大学には、プロジェクトメンバーにはない専門的な知見を用いた技術的助言を行

う役割を担ってもらっている。 
・中小企業は、企業ニーズはあるが、社内に基礎研究の人材やノウハウがなく、大学、公

設試等の協力を必要としている。一方、大学、公設試は、研究シーズはあるが、事業化

できる企業を探している。競争力のある新技術、新製品創出には、事業化を目指した具
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体的な企業ニーズと大学等が保有する優れた研究シーズをマッチングさせ、プロジェ

クトチームを結成し、事業化へ向けた研究開発の取組を行うことが重要で、サポイン

事業を通して、異分野、産学官の連携は進んだと思う。中小企業が従前から付き合いの

ある大学教授等と連携することもあるし、事業管理機関が適切な連携先を探して紹介

することもある。産学官連携によって中小企業の研究開発マネジメント力の向上、研

究開発人材の確保、育成に繋がった。 
 
 
【外部専門家】 

・知的財産権については、日本国内に研究機関がある海外企業をどう扱うか等、知的所有

権の問題はどんどん難しくなってくる。また、開発も国内だけで閉じた形にはならな

くなり、世界標準を視野に入れる必要がある。加えて、中国が市場に強く参入してく

る。この場合、どういう体制を執ったら良いのかという点に関して、研究者が開発のリ

ーダーとしても、法律や財務の面で PL を補佐する人が必要になる。 
・制度の実施や管理体制は適切であり、サポインの要綱とかも参考にして、当自治体の技

術開発関連の補助事業においても、実状に合わせてモディファイして使っている。事

業の期間や規模も、中小企業の大型技術開発に適している。 
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Ⅲ－２．個々のテーマの採択プロセス 
１．採択プロセス 
事業者の採択に当たっては、以下の審査基準にて審査を実施。 
 

＜審査基準＞ ※公募時点で公表 
（１）技術面からの審査項目 

①技術の新規性、独創性及び革新性 
②研究開発目標値の妥当性 
③目標達成のための課題と解決方法及びその具体的実施内容 
④研究開発の波及効果 
 

（２）事業化面からの審査項目 
①目標を達成するための経営的基礎力 
②事業化計画の妥当性 
③事業化による経済効果 
 

（３）政策面からの審査項目 
①産業政策との整合性 
②中小企業政策との整合性 

 
上記、審査基準に基づき、外部審査員による技術面、事業化面での審査、国による政策面

の評価を実施後、審査委員会を経て採択者を決定。 
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２．外部審査員アンケート結果 
（１）審査基準 
 審査基準について、以下の回答を得た。 
 
 「技術面からの審査項目」に関して、現行の審査基準に新たに追加すべき、あるいは修正・

変更すべきと考えられる基準については、「新たに追加すべき内容、又は修正・変更すべき項

目がある」は、技術評価者では 19％、事業化評価者では 9％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
追加・修正・変更すべき内容（自由回答） 

・PL、SL の力量、能力の評価ができる情報がない。 
・「新規性、独創性、革新性」、「技術の完成度」の一方がそれほど高くない技術の評価が

難しい。 
・技術の新規性、独創性及び革新性の評価について、客観性を高める方策を導入。 
・アイデアレベルの申請を採択しないために、これまでの検討成果を評価する項目を追

加。 
・研究開発の経緯、申請時における進捗状況に関する項目を追加。 
・知財戦略に関する項目を追加。 
・波及効果が強調され過ぎているため、「研究開発の波及効果」を「研究開発の効果」に

変更。 
・我が国の SDGs（持続可能な開発目標）に寄与することを考え、SDGs との関連性に関

する項目を追加。 
 
  

18.7%

8.8%

81.3%

53.3%

0.0%

38.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術評価者

事業化評価者

【技術面からの審査項目】追加・修正すべきと考えられる基準はあるか

① 新たに追加すべき内容、または修正・変更すべき項目がある。

② 特に追加または修正・変更すべきと思われる項目はない。

③ 事業化の評価者であるため、技術面の審査項目についてはわからない。

(n=308)
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「事業化面からの審査項目」に関して、現行の審査基準に新たに追加すべき、あるいは修

正・変更すべきと考えられる基準については、「新たに追加すべき内容、又は修正・変更すべ

き項目がある」は、技術評価者では 8％、事業化評価者では 23％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
追加・修正・変更すべき内容（自由回答） 

・「事業化による経済効果」において、様々な産業の定義を具体的に示すのがよい。 
・「目標を達成するための経営的基礎力」において、資金、人材、技術等の経営資源につ

いての評価基準が曖昧。 
・自らの本業の活力を基盤として、高度化事業を推進する姿勢を評価。 
・勝つ方策とか、失敗しない方策とか、熱意と戦略に関する記述を追加。 
・事業化が難航した場合の対応策に関する項目が必要。 
・大風呂敷を広げることで評価を高めようとするきらいがある申請に対する評価。 

 
 
「政策面からの審査項目」に関して、現行の審査基準に新たに追加すべき、あるいは修正・

変更すべきと考えられる基準については、「新たに追加すべき内容、又は修正・変更すべき項

目がある」は、技術評価者では 8％で、事業化評価者では 13％であった。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

8.1%

22.8%

54.9%

77.2%

37.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術評価者

事業化評価者

【事業化面からの審査項目】追加・修正すべきと考えられる基準はあるか

① 新たに追加すべき内容、または修正・変更すべき項目がある。

② 特に追加または修正・変更すべきと思われる項目はない。

③ 技術の評価者であるため、事業化面の審査項目についてはわからない。

(n=309)

7.5%

13.1%

53.2%

62.8%

39.3%

24.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術評価者

事業化評価者

【政策面からの審査項目】追加・修正すべきと考えられる基準はあるか

① 新たに追加すべき内容、または修正・変更すべき項目がある。

② 特に追加または修正・変更すべきと思われる項目はない。

③ 政策面の審査項目についてはわからない。

(n=310)
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追加・修正・変更すべき内容（自由回答） 
・どのような方向へ政策的に導きたいのか、考え方や方針をわかりやすくし、申請者、評

価者が同じ基準で考えられるように見直す。 
・中小企業政策との整合性については、主旨が曖昧で審査基準が不明確。 

 
 
全体として、現行の審査基準に沿った審査による適切なテーマの採択については、「適切な

テーマが採択できており、問題はない」は、技術評価者では 64％、事業化評価者では 59％
であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
否定的結果の発生要因（自由回答） 

・サポイン事業の対象範囲が広いため。 
・ある程度質の高い提案が採択予定数より多くあるため。 
・トレンドネタを取り扱う提案の過大評価。 
・技術面、事業化面、政策面で評価が割れるため。 
・過去に同じ共同体によるサポイン採択実績があると有利。 
・経営的基礎力が採否を左右。 
・書面審査の限界。 
・審査にかけられる時間が短いため。 
・審査員によって認識が異なり評価がバラつくため。 
・審査員の適性ないしはテーマとの不適合。 
・申請書作成テクニックの有無。 

 
 

64.3%

59.1%

24.0%

30.7%

24.0%

26.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術評価者

事業化評価者

現行の審査基準に沿った審査による適切なテーマの採択 （②③複数選択）

① 適切なテーマが採択できており、問題はない。

② 本来は採択に不十分と思われるテーマが採択されることがある。

③ 本来は採択されるべきと思われるテーマが不採択になることがある。

(n=308)
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（２）審査過程における事業の期待成果の評価 
 審査過程における事業の期待成果の評価について、以下の回答を得た。 
 
審査の過程においては、事業終了後に期待される成果を考慮して、以下の項目（※）に関

する評価対象事業者の対応方針を踏まえた審査が行われているかについては、「十分に行え

ている」、「ある程度行えている」は、技術評価者では 68％、事業化評価者では 62％であっ

た。一方、否定的な「あまり行えていない」、「ほとんど行えていない」については、両評価

者共に 15％程度であった。 
※・研究開発において生み出された知的財産の管理・取扱い方針 

  ・実証や、規格・標準化などの副次的な成果の取扱い方針 
  ・性能や安全性基準の策定に関する課題や提案 
  ・規制緩和等を含めた、技術の実用化に向けた課題や取組 
  ・成果のユーザーへの普及促進方針 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
審査基準や採択プロセスにおいて見直しが必要と思われる内容（自由回答） 

・事業計画書は、形式的な予算、開発予定が記載されているものが多く、事業終了後の

成果を審査するのにはあまり役立っていない。 
・飽くまでも、事業期間中の研究開発が最重要であり、審査する上ではそれが優先にな

る。 
・例示されている項目については、事業を実施してみないと見えてこない。 
・開発計画立案段階で知財以外の実用化に向けた課題を見通せと言うことに無理があり、

これらの課題は中間評価段階で順次明確にしていくべきものである。 
・新技術の社会実装のためには、知財戦略･標準化戦略の策定、環境リスクの回避、法規

制への対応なども必要ではあるが、まずはユーザーへの普及促進を行うことが重要であ

り、そのための戦略･方針を重要視する審査基準が必要である。 
・申請書類には川下産業での実用化や展開については積極的に記されているが、知的財

産、規格・標準化、安全性基準などの記述は少ない、あるいは認識できないものが大多

数である。必要ならは積極的に記述する指導が必要である。特に申請企業の親企業が

海外企業であることもあり、開発成果は直ちに海外に流出することが予想される。国

の利益をどのように維持するかを明確にすべきである。 
・川下企業をある程度具体的に想定した事業計画を求める本制度の性格上、規格・標準

34.1%

38.7%

33.5%

23.4%

17.3%

21.9%

13.9%

14.6%

1.2%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術評価者

事業化評価者

事業終了後に期待される成果を考慮し、事業者の対応方針を踏まえた審査が行えているか

① 十分に行えている ② ある程度行えている ③ どちらともいえない

④ あまり行えていない ⑤ ほとんど行えていない

(n=310)



 

40 
 

化、性能や安全性基準の策定、規制緩和などは評価対象事業者が主体的に対応する課題

とは思えない。 
・例示されている項目は、実用化の副次的側面であり、採択の審査対象にすべきではな

い。審査は取り組む主体事項の内容について焦点を当てて評価するのが良い。 
・見直しの必要性はない。例示されている項目は優先されるべきではない。 

 
 
審査の段階で、事業における研究開発目標の達成可能性や、研究開発終了後の事業化の可

能性、市場への波及効果などの将来性が評価に十分に加味されているかについては、「十分加

味されている」、「ある程度加味されている」は、技術評価者では 86％、事業化評価者では

81％であり、否定的な「あまり加味されていない」、「ほとんど加味されていない」は、技術

評価者では 4％、事業化評価者では 10％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
審査の段階で加味することが難しい要素については、「事業期間中の研究開発目標の達成

の可能性」は、技術評価者、事業化評価者共に 30％前後であった。しかし、「研究開発が終

了した後の事業化の可能性」、「研究開発終了後の市場への波及効果などの副次的な効果」は、

技術評価者、事業化評価者共に 60％以上に達した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
審査の段階でそれらの要素を加味することが難しい要因（自由回答） 

＜事業化の可能性＞ 

39.9%

37.7%

45.7%

42.8%

10.4%

9.4%

3.5%

9.4%

0.6%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術評価者

事業化評価者

審査段階での、目標達成可能性・事業化可能性・波及効果などの将来性の評価への加味

① 十分に加味されている ② ある程度加味されている ③ どちらともいえない

④ あまり加味されていない ⑤ ほとんど加味されていない

(n=311)

31.4%

29.1%

68.6%

62.8%

61.8%

65.1%

12.7%

19.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

技術評価者

事業化評価者

審査段階で加味することが難しい要素（複数回答可）

① 事業期間中の研究開発目標の達成の可能性

② 研究開発が終了した後の事業化の可能性

③ 研究開発終了後の市場への波及効果などの副次的な成果

④ その他

(n=188)
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・研究開発のコンセプトが斬新であればあるほど、事業化の可能性の判断は、難しくな

り、どうしても期待を込めた評価になる。 
・研究開発を重視し、事業化までを考えていない申請者も多い。 
・終了後の見込による審査は、根拠が乏しい。 
 
＜波及効果＞ 
・市場への波及効果は事業者の主体的な行動のみで決まるものでないため難しい。 
・市場への波及効果に関しては、技術シーズ次第という側面もあるため、公平に評価する

ことが難しい。また、壮大な仮説を立てている申請も多いが、審査段階でどの程度の実

現可能性を加味すればよいか戸惑う。 
・特定顧客の要求を満たすための取組の場合には達成度はある程度見込めるが、その場

合でも波及効果（副次効果）については審査が難しい。 
・事業化には種々の要素が影響するため、良い研究がそのまま事業化できるとは限らな

い。審査する場合には、現状の技術、他の新規技術と比べて、事業化を含めた有利性を

申請書の範囲内と審査者の持つ知識を基に判断している。技術の進展及び市場動向は流

動的であり、事業化した時点でどの程度の波及効果があるかを十分に把握することも難

しい。 
・社会貢献度は高くても市場規模は限定的で波及効果が低いと見込まれる場合は、社会

貢献度を重視するのか、波及効果による市場規模拡大を重視するのか選択に迷う。 
 
審査基準や審査に用いる情報についての不足（自由回答） 

＜トップの関与等＞ 
・経営者の先見性・意気込みが見えない。潜在性を評価できる項目、僅差の時に救える項

目があると良い。 
・事業化を進めるトップ（社長）の基本的な考え方を簡潔に記してもらうことも一案。 
 
＜マーケティング・調査等＞ 
・市場が立ち上がるまでには時間がかかるため、内部・外部の環境条件を含め、想定さ

れる事業化の要因。 
・開発した商品に対する価格、販売単価や販売数量の予測、競合との比較や優位性、根

拠となるデータの提示など、マーケティングに関する記述。 
・市場規模、市場占有率、波及効果について、調査書・論文など第三者資料に基づく数値

並びに根拠。 
・事業化を検討する際に、市場規模の推計について、調査専門機関や公的機関からの情報

が必要（調べれば把握可能な情報についても、十分に調査・把握されていない案件が採

択されることもある）。 
・サポートインダストリーとは言え、ニーズ発想からの項目が少なすぎるので、波及先で

の市場についての調査や、そこから絞った業種に向けての仕掛けについての項目があっ

ても良い。 
・研究開発終了後の何年もあとの波及効果は予測が難しい。申請書に波及効果や副次的

な成果の記述があったとしても、それは単なる作文でしかないと思うべき。 
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・波及効果を客観的に評価するためには、当該の技術面の深い知識がないと評価できな

い。 
 
３．採択事業者及び外部専門家へのヒアリング結果 
個々のテーマの採択プロセス等について、以下の回答を得た。 

 
【採択事業者】 

＜研究実施機関（中小企業）＞ 

・法認定が不要になり、簡素化されたことで、応募の壁が低くなったと感じる。 

・性能が数値で明確にならない物の開発については採択されにくいのではないか。バイ

オ関連の応募が少ないのではないかと思ったので、そのように感じている。審査、評価

者の人選に多様性とバランスを持たせ、多様で有望な研究開発が採択されることを期待

する。・柔軟な補助金の受け取りが可能となり、法認定が不要となったことで、利用の

ハードルが下がり、制度活用の幅が広がったと考える。 

 

＜事業管理機関＞ 

・法認定が不要になったことは、応募時にサポイン計画と法認定計画を作成するという、

中小企業の負担が軽減されたという点と、サポイン事業途中で計画変更する必要が生じ

た際に、法認定計画も変更するという負担が減ったというメリットがある。法認定計画

を取得することにメリットが感じられなかったため、不要となったことは良かったと考

える。 

・薬品や医療に関連する検査法、試薬の開発などの場合、サポインと AMED のどちらの

応募要件にもマッチしない案件が出てくると思われる。サポインで申請すると AMED
でやってくださいと言われ、AMED で申請するとサポインでやってくださいと言われ

る場合がある。制度間のギャップを埋めるように、応募分野（要件）が柔軟化されると

良いと考える。 
・申請に当たっての中小企業の作業負担がかなり大変である。経営者の意識にもよるだ

ろうが、せっかくの支援制度が申請事務の負担のために利用できないのでは本末転倒で

ある。中小企業者が利用しやすいように、より一層の申請手続きの簡素化が望まれる。 
・応募には、研究開発の達成に主眼を置いているものと、事業化に主眼を置いているもの

とがあるが、当然のことながら後者の方が、事業化が順調に進んでいる。しかし、最近

は、サポイン後の事業化の実現性を重視して採択しているせいか、技術的な難易度が低

く、研究開発的ではないと思われる案件もあるように思われる。 
・中小企業の判断基準として資本金又は従業員数を利用しているが、資本金だけで中小

企業を区別するのでは不十分であると思う。事業活動が大規模な会社については、応募

について何らかの条件を設けて、小規模の中小企業の研究開発の補助事業とは区別した

方が良いと思う。 
・サポイン事業の採択を受けるためには、高度な専門知識と文書能力がないとなかなか

難しいように感じる。比較的大きい企業対象と、より小規模な中小企業対象で、採択基

準を変える等、採択基準を緩和してもらえれば、応募社も増え、裾野が広がるのではな

いか。 
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・優れたテーマなのに不採択にされるケースがある。その逆のケースもある。審査するの

は人なので致し方ないと思うが、できる限り多くの有望な研究開発を採択するようにし

てほしい。 

 
 
【外部専門家】 

・初年度の採択時期を早くして欲しい。採択から契約まで経費の精査等で 1 ケ月程度か

かるので、できる限り早くしていただけると有難い。 
・テーマの採択のプロセスも毎年のように工夫されているので改善が進んでいると思う。 
・以前は高い採択数だった素形材産業の採択率が低下しているに感じる。どちらかと言

うとプロセス改善のように見えるからかも知れない。特に、素形材産業のように金属

素材の“加工プロセス”を担っているサポーティングインダストリーでは、客先のプロ

セス認証を必要とするケースも多いことに留意する必要があり、斬新過ぎる提案は実

採用には時間がかかることが多い。IT 化、IoT 化との方向性だけでは、中小企業単独

では対応に限界がある。大手企業のアウトソーシングにより基礎資材を提供する役割

を担っている素形材産業の技術開発が停滞すると、基礎資材を大手企業が自作すると

してもコスト増加等により競争力を失いかねない。新規事業開発のような分野とは別

枠でこのようなものづくり基盤技術の高度化を進めることも考えられる。 
・依然として、売上げの大幅増加や新製品等による付加価値の増加といった要素の少な

い、下請企業の地味な案件の採用が少ない。発注元である大手企業の技術開発を支え

るためには、伝統的な下請企業の技術開発も不可欠である。一般の成果目標とは別の

成果目標を設定し、サポイン制度の中又は外で、別枠での採択を考慮してもよいので

はないか。 
・もっと独創的な技術提案があってもよい。このため、現在はすべての案件について統一

的な採択基準にしたがって、案件の採択を行っているが、中小企業が持っている技術

を基盤にして着実な成果を目標とする案件と、医療・バイオ等を含むチャレンジング

な目標を設定する案件とを分けて、例えば、チャレンジングな案件は全体の 20％とし

て、着実な案件とは別の採択基準を設け、アウトカムについても別の基準にしたがっ

て評価するといった制度設計をすることも考えられる。 
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Ⅲ－３．事業の進捗管理（モニタリングの実施、制度関係者間の調整等） 
１．進捗管理状況 
・管轄する経済産業局が事業管理機関を通じて、各プロジェクトの進捗を管理。 
・事業管理機関は、管轄する経済産業局と、執行事務、財産管理等を行うとともに、プロジ

ェクト全体を管理。 
・各事業年度の終了後、外部有識者による評価委員会が進捗状況を評価し、必要に応じて助

言やプロジェクトの中止や見直しを図っている。 
 
２．採択事業者及び外部専門家へのヒアリング結果 
事業の進捗管理等について、以下の回答を得た。 

 
【採択事業者】 

＜研究実施機関（中小企業）＞ 

・異分野・産学官連携により、他の参加者の協力を得ることができ、単独で行う場合より

もスケジュール通りに研究を進行することができた。また、専門でない部分について、

連携の中で相談できる事が良かった。 
・共同体での意思疎通は良かった。定期的、そして、頻繁に研究進捗状況、意見交換を行

った。良好な関係は現在も続いており、別の分野でもコミュニケーションを行ってい

る。 
・共同体での意思疎通は問題なく行われていた。 
・研究開発期間中、計 8 回の技術委員会を開催して、研究開発の進捗状況の把握と計画

の見直しを行い、研究実施の意思決定の場とした。この意思決定に基づき、共同体内の

各研究員同士の連携と協力を積極的に行った。研究開発を通して、産学官の連携を深

めることができた。 
・サポイン期間中は産学官連携で定期的な会合を実施し、円滑コミュニケーションがあ

った。当社のみでは知見が不足していたが、大学や産総研によるこれまでの知見やデ

ータにより、開発が大きく進んだ。 
 

＜事業管理機関＞ 

・産学連携においては、中小企業単独の技術力では困難な高度な専門技術を、大学や公設

試から得ることができるというメリットがある。ただし、学での開発はスピード感が

劣り、開発スケジュールに影響することがあるため、PL のマネジメントが重要になる

と考える。 
・共同体では通常年 3 回程度の推進委員会を開催し、アドバイザーを含む事業参加者全

員が、情報交換や研究結果についての検討を行っている。中小企業の従業員の研究開

発意識が高まり、従来は難題として見向きもしなかった問題について、解決に取り組

むようになっている。 
・3 年ともなると、所属変更時等は担当者を交代したり、所属先変更などが必要となった

が、その時に適した人材選定を行うなど調整は順調だった。 

 
【外部専門家】 
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・事業の規模や範囲によるが、医療機器では現場との対話を十分にマネジメントできる

ことが重要であった。大きなプロジェクトでは必然的に分野が広がり、なかなか一人

では全体を見ることが難しいこともあったように思われる。PL のほかに法務や財務を

見るための異分野からの PL 補佐などをおいてはどうか。 
・近年は地域性に重点をおき、地域プラットフォームが管理法人になる例が増えている

が、少し集中しすぎているのではないかと思われることもある。事務処理能力のある

プラットフォームならフォローアップも含め、対応できていると思われるが、担当者

が少ない場合等にはフォローアップなどが十分に行われないおそれもあるのではない

か。 
・事業管理法人のプロジェクト管理が最も重要である。事業管理法人が提案前にプロジ

ェクト参加者と緊密に連絡をとり、きちんとした事業計画を作り上げている場合には、

プロジェクトが達成されることが多い。事業管理法人と経産局との連携構築も重要で

ある。このためには、事業管理法人や経産局にサポイン制度に精通し、熟練した要員を

なるべく多く配置することが望ましい。実施機関が事業管理法人を兼ねている場合や、

事業管理法人と実施機関との関係がよくない場合には、問題を起こすことが多い。実

施機関が、「予算をもっと実施機関の自由に使わせてほしい」、「以前のように補助金で

はなく、委託研究にできないか」等の要望があることもあるが、大学等における自由度

の高い研究ではなく、研究計画を設定して、これにしたがって、実施し、計画に定める

目標を達成するプロジェクトであり、国の予算を使用するので、予算執行について不

慣れな実施機関が管理するのではなく、事業管理機関が管理することが望ましい。 
・実際の事業の管理・運用に関しては事業管理機関に負うところが大きいと感じる。 
・年数が長くなると実際の担当が変わったりする場合もあり、管理が非常に難しくなっ

ている。この点を考慮した体制作りが必要と考える。 
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Ⅲ－４．制度を利用する対象者 
１．共同体の構成 
・中小企業者を中心とした共同体を構成し、共同体は、事業管理機関、研究等実施機関（同

一者が担うことも可）を含む 2 者以上で構成。 
・中小企業者が主たる研究等実施機関として参画し、共同体の構成員（アドバイザーを除く）

は、日本国内において事業を営み、本社を置き、かつ、研究開発等を行うことが必要。 
・共同体の構成者に所属する者の中から、総括研究代表者（PL：Project Leader）、副総括研

究代表者（SL：Sub Leader）を選任し、いずれか１名は、必ず主たる研究等実施機関（中

小企業者）の研究員であることが必要。 
 
２．採択事業者及び外部専門家へのヒアリング結果 
制度を利用する対象者等について、以下の回答を得た。 

 
【採択事業者】 

＜事業管理機関（中小企業）＞ 

・みなし大企業でも、独自の開発については、親会社等から要員や資金の提供、援助が受

けられない場合もある。以前は、補助対象であった企業もありえるので、できれば、み

なし大企業についても、対象にして欲しい。 
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Ⅲ－５．個々の制度運用の結果が制度全体の運営の改善にフィードバックされる仕組み 
１．フィードバックされる仕組み 
・課題が生じた場合には、随時、管轄する経済産業局が経済産業省に報告し、制度運営に反

映。 
 
２．外部専門家へのヒアリング結果 
フィードバックされる仕組み等について、以下の回答を得た。 

 
【外部専門家】 

・事業終了後のフォローアップ体制として、成功した事例のみでなく、失敗した事例につ

いても個別にその原因を詳細に確認し、以後のサポイン成果の事業化に役立てるよう

にすべきである。 
・フィードバックの仕組み等は妥当であると思われる。 
・事業の評価のためには、きめ細かいフォローアップの取組が望まれる。特に、成果の事

業化のためには、国が適切な支援をすることが必要であると考えられるので、サポイ

ン終了後の継続的な事業化支援制度があることが望まれる。事業化に失敗した事例に

ついても個別にその原因を詳細に確認し、以後のサポイン成果の事業化に役立てるよ

うにすべきである。 
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Ⅲ－６．成果の利用主体に対して、成果を普及し関与を求める取組 
１．成果普及の取組 
・事業実施後、研究開発成果等報告書、成果事例集を作成し、中小企業庁ウェブサイトに公

表することで当該成果の普及に取り組んでいる。 
 ※ものづくりに取り組む中小企業への支援策 

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/portal/index.htm  
・中小企業庁ウェブサイトに、サポインマッチ・ナビ ～ものづくり企業のビジネスマッチン

グサイト～ を公開し、事業概要、申請手続、事例紹介、関連施策等を紹介している。 
※サポインマッチ・ナビ 

https://www.chusho.meti.go.jp/sapoin/index.php 
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＜研究開発成果等報告書＞ 
研究開発成果等報告書とは、本事業の研究開発成果等を広く周知することにより、中小

企業のものづくり基盤技術の高度化に資することを目的として公表するもの。なお、当該

報告書については、事業期間終了後に採択事業者が作成している。 
 

＜戦略的基盤技術高度化支援事業 研究開発成果事例集＞ 
戦略的基盤技術高度化支援事業 研究開発成果事例集は、サポイン事業に採択され、終

了したプロジェクトの研究開発成果について取りまとめたものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 27 年度～28 年度研究開発プロジェクト 
 
＜サポインマッチナビ＞ 

 
 

 



 

50 
 

２．採択事業者及び外部専門家へのヒアリング結果 
成果普及の取組等について、以下の回答を得た。 

 
【採択事業者】 

＜研究実施機関（中小企業）＞ 

・サポイン事業での著しい研究成果を上げた企業においては、新たに商品化までの支援

と研究成果の PR をお願いしたい。展示会等の支援はしていただいているが、もっと

協力支援をお願いしたい。 

・今回のサポインは上手くいった事例であるが、上手くいかない技術でも少し視点を変

えて、別の分野の新たな要素技術を加味すれば、上手くいく場合もある。こういう視点

でのフォローを期待したい。 

・サポイン制度を 1 段ロケットとすると、その事業の市場性があると判断される場合に

は、3 年後の 2 段ロケットでの補助制度があると望ましい。 
 

＜事業管理機関＞ 

・知財も活用させることが重要であるため、今後は、必要に応じて TLO(大学の技術移転)
とのマッチングサポートなども有ると喜ばしい。3 年間の開発完了後の企業へのサポー

ト・フォローアップについても展示会の紹介等をサポートしてもらっているが、それ以

外の資金的な面等で手厚くなるとよい。 
・サポイン終了後も、事業化状況がフォローされ、できるだけ、やりっぱなしにならない

ようにという仕組みがある。事業化のためのアドバイザーや展示会・商談会についての

経費支援など、サポイン終了後の支援策が必要と考える。 

・サポイン事業終了後速やかに事業化できない場合等には、たとえ優れた成果があり、市

場が見えているとしても、中小企業においては、資金や要員の不足からサポイン事業の

成果の事業化を断念して撤退する場合も多い。このような場合に、サポイン事業の成果

の事業化を支援する制度があれば、当該事業者の事業化意欲が高まり、事業終了後 5 年

後の事業化率や 8 年後の成果波及効果を大きくすることができるのではないか。また、

当該事業者において、更にサポイン事業に採択されるべく研究開発に注力するのみなら

ず、他の事業者においてもサポイン事業の活用についての意識が高まり、中小企業の研

究開発意欲を高めるのではないかと思われる。 

 
【外部専門家】 

・成果普及への取組等は妥当であると思われる。事業期間中の年度毎の研究報告会も適

切に運営されている。 
・悪平等にせず、優れた評価をまとめて発信する機会を設けること（例：局などが作る事

例集よりも、評価が明確に分かる形での成果発表会・見本市等）等により、より緊張感

をもった取組にできるのではないかと思う。 
・サポイン事業は国が行う事業としては、長く続いている事業であると感じている。中

小企業にとっては、この事業を使って、開発した商品が川下企業や取引先へのアピー

ルになると聞いたこともある。東海地域では割と大手の企業がサポインのアドバイザ

ーになっているケースが多く、大手企業もサポインを評価している。このようにサポ
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インの認知度が上がると、新しい取引先も増え、非常に好ましいと思われる。 
・サポイン事業では多くの課題提案があり、中には類似の研究開発テーマも見受けられ

る。しかしながら、独立した事業であることから、提案した企業間で何らかの連携をす

ることは難しい状態である。提案した企業間で、マッチングする仕組みがあれば、サポ

イン事業終了後に連携して事業展開することができるかもしれない。例えば、カーボ

ン関係等流行りの研究が複数進行する場合がある。サポインの最中はお互い技術の秘

匿性があるため難しいが、サポイン終了後、マッチングさせれば、早く実用化できるこ

ともあると考える。 
 
 
 
Ⅲ―７．国民との科学・技術対話の実施などのコミュニケーション活動 
「Ⅲ－６．成果の利用主体に対して、成果を普及し関与を求める取組」 参照。 
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Ⅲ－８．資金配分 
１．現在の資金配分方法 

・単年度：4,500 万円以下、2 年間総額：7,500 万円以下、3 年間総額：9,750 万円以下 
・補助率：2/3 以内（事業管理機関が大学・公設試等の場合、大学・公設試等の補助率は定

額） 
※平成25年度までは委託事業、平成26年度より補助率2/3以内、大学・公設試等は補助

額の1/3（1,500万円）を上限として定額補助 
 
２．資金配分の妥当性 
 ・単年度、2年間総額、3年間総額で各上限額が設定されていることにより、各プロジェ

クトに応じた柔軟な資金配分が可能であり、妥当と考えられる。 
※令和元年度より単年度あたり 4,500 万円以下、2 年間総額で 7,500 万円以下、3 年間

総額で 9,750 万円以下という条件の範囲内で補助金を受け取ることが可能となった。

それ以前は、初年度 4,500 万円以下、2 年度目は初年度の 2/3 以内、3 年度目は初年度

の 1/2 以内であった。 
 

３．採択事業者及び外部専門家へのヒアリング結果 
資金配分等について、以下の回答を得た。 

 
【採択事業者】 

＜研究実施機関（中小企業）＞ 

・年度毎の補助金額に自由度が出たことと、特定研究開発等計画の法認定が不要になっ

たことは、研究事業計画に集中でき、書類が簡素化し、煩わしさがなくなることにな

り、評価できる。 

・今までは、期間の短い初年度に大きな予算が設定されていたため、十分な検討ができ

ず、時間のない中で進める必要があったが、非常にありがたい仕組みとなった。 

・補助率が 2/3 となっているので、中小企業にとっては、全額補助の頃に比して、チャレ

ンジし難くなったと思う。 
・補助金制約の変更により、研究計画が柔軟に立てられるようになったこと、また、特定

研究開発等計画の認定に関する手続が不要になったことは、素晴らしいことだと思う。 

・研究開発では、様々な要因で当初の計画通りに進まないことがつきものなので、柔軟な

制度は非常にありがたい。 

 

＜事業管理機関＞ 

・予算の年度間配分の柔軟化については、以前から求めていたことであり歓迎している。

採択前に自費で設計に着手した装置について、採択後の製作を補助対象にすることが可

能であれば、研究開発の時間がより長く取れるため、一層サポイン事業の効果が高くな

ると考えられる。 

・年度毎の補助金上限額の変更は、2 年目に多く設定でき、自由度が増して良いと考え

る。 
・補助金の年度毎の額を事業者が決められるようになったのは、事業を遂行する上でプ



 

53 
 

ラスになった。ただし、年度毎の額を決められるといっても、各年度の上限等、まだか

なり制限が残っているので、より自由に決められるようにしてほしい。 
・補助金が 4,000 万円程度で取り組める、小規模サポインが有ると良い。 

・補助金は以前より使い易くはなったが、各年度の上限は 4,500 万円に抑えられている

ので、4,500 万円を超えるような設備には使えず中途半端である。各年度の縛りを無く

し、最長 3 年間で 9,750 万円を任意に配分できるようにして欲しい。申請対象となる大

型の設備を必要とする研究開発の数はそれほど多くはないが、必要性はある。 

・単年度の計画、予算では近視眼的な課題解決しかできない。国の会計制度を前提にする

と難しいとは思うが、例えば、3 年間の補助金をいっぺんに提供し、最終的に成果を評

価し、その妥当性をもって補助金の適切性を判断し、不適切な状況であればペナルティ

（例、30％補助金を返却）を課すような制度にすることはできないだろうか。企業の研

究開発の自由度が大きくなる。 

 
【外部専門家】 

・政策目的実現のための重点特定技術分野への傾斜配分等の資金配分といった点の一層

の充実が求められると思われる。 
・最近の見直しにより、全体事業枠内にて年度における補助事業額を企業の開発事情に

対応し変更できる様式はよい。企業側も使いやすくなったと歓迎している。 
・1 件あたりの予算は現状のままでほぼ妥当であろうが、先端的な技術を所有する中小企

業がより利用しやすくなるようにするために、全体の予算がさらに増額されること（で

きれば 2 倍程度）を期待したい。 
・政策目的を達成する観点から、特定基盤技術別、地域別に補助率を変える、予算の厚み

を変えるなど柔軟な運用ができれば良いと感じる。 
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Ⅲ－９．社会経済情勢等周囲の状況変化への柔軟な対応 
（目標の再設定や、体制の変更、加速・中止も含めた計画変更の要否など） 

１．IoT や AI 等の活用を技術指針に明確化 
経済産業省告示第 27 号で、「第 4 次産業革命ともいうべき、IoT（Internet of Things）、

AI（Artificial Intelligence、人工知能)、ロボット等に関する急速な技術革新が進展しつつあ

る。」との周辺状況の変化の認識に対応して、「このような内外の情勢を踏まえ、今般、本指

針を改正し、第 4 次産業革命をチャンスと捉え、中小企業・小規模事業者による特定ものづ

くり基盤技術の高度化を図っていくべき方向性を示すこととした。」と告示している。（平成

30 年 3 月） 
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https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/download/shishin/2018/jGaiyo.pdf 
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２．外部審査員アンケート結果 
 特定ものづくり基盤技術について、以下の回答を得た。 
 
現行の特定ものづくり基盤技術（12 分野※）ではカバーしきれず、かつ本事業での今後の

開発支援が必要になると考えられる新規技術の有無について、技術評価者、事業化評価者共

に 60％以上が「現行の技術分野で十分カバーされている」と回答している。 
 
※現行の特定ものづくり基盤技術 
  １．デザイン開発に係る技術    ７．表面処理に係る技術 
  ２．情報処理に係る技術      ８．機械制御に係る技術 
  ３．精密加工に係る技術      ９．複合・新機能材料に係る技術 
  ４．製造環境に係る技術      １０．材料製造プロセスに係る技術 
  ５．接合・実装に係る技術     １１．バイオに係る技術 
  ６．立体造形に係る技術      １２．測定計測に係る技術 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「現行の技術分野で十分カバーされている」の理由には、「基盤技術としては現状の 12 分

61.3%

63.8%

12.1%

10.9%

17.3%

16.7%

9.2%

8.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術評価者

事業化評価者

現行技術分野でカバーしきれず、今後の開発支援が必要と考えられる新規技術の有無

① 現行の技術分野で十分にカバーされている
② 現行の技術分野の枠内で、技術指針の改定が必要
③ 現行の技術分野に新たな分野の追加が必要

(n=311)
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0.0%
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デザイン開発

情報処理

精密加工
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接合・実装

立体造形

表面処理

機械制御

複合・新機能材料

材料製造プロセス

バイオ

測定計測

該当なし

現行技術分野でカバーしきれず、今後の開発支援が必要と考えられる新規技術の有無

① 現行の技術分野で十分にカバーされている

② 現行の技術分野の枠内で、技術指針の改定が必要

③ 現行の技術分野に新たな分野の追加が必要

④ 技術分野の全面的な見直しが必要

(n=198)
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野でよい」、「運用面で現行の 12 分野を拡大解釈すればよい」、「細分化するより、この程度

がよい」、「当面はこれらの枠組みで対応可能」、「問題を感じていない」等の回答があった。 
一方、「何らかの改訂や見直しが必要である」の場合の、追加や改定が必要と思われる内容

については、以下に自由回答から抽出した分野に関するキーワードを示す。これら以外に、

「今後の中小企業のものづくりの視点」、「今後の日本の重要産業を支援する視点」、「SDGs
（持続可能な開発目標）の視点」という回答もあった。 

 
追加や改定が必要と思われる内容（自由回答から抽出した分野に関するキーワード） 

・AI、IoT、ビッグデータ、VR（仮想現実）・AR（拡張現実）、DX（デジタルトランスフ

ォーメーション） 
・ソフト開発、アプリ開発、システム化 
・光学、センシング、制御技術、遠隔制御生産 
・ロボット 
・宇宙、航空 
・エネルギー、環境、リサイクル、廃棄物処理 
・気象、防災 
・医薬、医療、健康、福祉関連 
・農業関連、食品関連 
・複合技術 

 
３．採択事業者及び外部専門家へのヒアリング結果 
社会経済情勢等周囲の状況変化への柔軟な対応等について、以下の回答を得た。 

 
【採択事業者】 

＜事業管理機関＞ 

・法認定が不要となったことで、情勢変化時などに、より柔軟に計画の見直しができるよ

うになった。 

 
【外部専門家】 

・本事業は長年実施されてきているので採択、評価、成果の利用など制度全体の運用はう

まくされていると思う。しかし、現在の事業はかなり要素技術と製品開発に重点が置

かれている。ものづくりは「ことづくり」に変わってきているし、IoT や AI はより情

報を戦略的に使うことを求めている。つまりビジネスモデル構築力がものづくりにも

強く求められる時代になっている。日本の中小企業は、攻めの情報ではなく、守りの情

報しか掴んでいない。攻めの情報がビジネスモデルである。これは、工学だけでなく社

会との接点をより深く考えることを求めているのではないか。社会学の知見も制度の

中に取り入れる仕組みも将来見据える必要があるように思う。 
・ビックデータや AI が重要になっているのは、マーケティングが難しいからである。

中々これらをハンドリングしていくのには中小企業では難しい。この辺で中小企業を

サポートする制度の必要があると思われる。 
・複数年度で行う事業であることから、社会経済の変化、影響、各種制度の変更などに合
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わせることが可能な体制作りが必要であると考える。もし、今年航空機関係のサポイ

ンがあるとしたら、状況が大きく変わっている。しかし、5 年後、10 年後にはその技

術が活躍する場面が生まれるかもしれない。そこで、研究開発を行う部門だけでなく、

販売関係、知財、連携体制について、マネジメントを行うことができる体制づくり、支

援制度を構築することが必要である。また、サポインの場合、大学も特定の大学に偏り

があるように感じられ、他の大学でコーディネーターの人材があまり育ってないよう

に感じる。サポインの取りまとめをしている人も 60 代後半と高齢化しているため、若

返りも必要と思われる。 
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Ⅲ－１０．国内外の他者において実施されている類似の研究開発や競合する研究開発等があ

る場合、そのマネジメントの状況の比較 
１．他の制度との重複の有無 
本事業（制度）と他の制度との重複について、過去の中間評価時における評価を、以下に

示す。 
・本制度は、中小ものづくり高度化法に基づく法認定計画に沿った研究開発を支援するも

のであり、他の一般的な研究開発制度とは重複等はない。（平成 20 年度中間評価） 
 ・他制度との関係については、本制度は法律に基づいてものづくり基盤技術の高度化に焦

点を当てており、重複はない。（平成 23 年度中間評価） 
・本制度は、わが国の付加価値の高い先端的なものづくりを支える中小企業に、更なる研

究開発を促し、基盤技術の高度化を目指すものであり、適切なスキームを持つ他にはな

い優れた中小企業支援制度である。（平成 26 年度中間評価） 
 ・本制度は、中小企業に対して我が国の付加価値の高い産業を支えるものであり、他には

ない優れたスキームである。（平成 29 年度中間評価） 
 
 また、０．制度概要（７）本制度に類似する他のプログラムにも記載のとおり、本制度に

類似する他のプログラムは、本制度とは異なる支援内容であり、本事業（制度）と他の制度

との重複は認められなかった。 
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２．外部審査員アンケート結果 
 中小企業が助成を受けられる他の研究開発制度について、以下の回答を得た。 
 
本事業以外に、地方公共団体や公的機関などが行っている研究開発助成事業を知っている

か尋ねたところ、「他の助成事業で、サポイン事業において参考になる制度等を詳しく知らな

い」は、技術評価者では 77％、事業評価者では 84％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
地方公共団体や公的機関などが行っている研究開発助成事業（自由回答） 

＜国、公的機関＞ 
・ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（中小企業庁） 
・A-STEP 等の支援制度（科学技術振興機構（JST）） 
・その他、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、日本医療研究開発機構

（AMED）の支援制度、助成事業 
 
＜地方公共団体＞ 
・革新的事業展開設備投資支援事業（東京都中小企業振興公社）等 
・地方公共団体でサポインほど大きな補助金は余りない。 

 
 
  

77.2%

83.9%

22.8%

16.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術評価者

事業化評価者

地方公共団体や公的機関などが実施する研究開発助成事業の認知状況

① 他の助成事業で、サポイン事業において参考になる制度等を詳しく知らない

② 他の助成事業で、サポイン事業において参考になる制度等がある

(n=308)
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Ⅲ－１１．サポイン事業全体について 
１．外部審査員アンケート結果 
サポイン事業全体について、以下の回答を得た。 

 
サポイン事業全体について（自由回答） 

＜委託と助成の長所・短所＞ 
・補助率が 2/3 というのは、これだけの内容の申請書に取り組んで選ばれた事業者への

報いとしては、魅力に欠けてきている気がする。その結果、申請される内容のレベルも

相対的に落ちる危惧があるし、昔のように補助率 100％にして、国の基盤を支えるここ

ぞという事業には国費を投入するというスタンスの方が、起業家のリスクを取り除きや

すいと思う。少なくとも、人件費を除く購入物だけでも 100％補助が望まれるところで

ある。 
・委託事業の時のサポイン事業は、科学技術的価値の観点から見た卓越性・先導性が高

く、民間企業のみでは市場原理に基づく研究開発実施インセンティブを十分に期待する

ことが難しいテーマで、川下企業に有効な技術開発を実施していたと思うが、補助事業

になってからは、事業化が主体となるため、目の前の技術開発が多くなり、先導的技術

開発がなく、開発テーマも小さくなっているような気がする。補助事業になってから高

額な設備の導入も可能になったが、一方で、ここ数年毎年募集のあるものづくり補助金

もその年に主眼となる技術に絡んだ申請にすると、最大 4500 万円の 2/3 で 3000 万円

まで出るため、大きい事業に取り組もうという企業にはその差が小さくなっていると思

う。 
 
＜提案書の記述＞ 
・サポインでは「既存技術」と「新技術」の比較を明確にすることが大切とされている。

しかしながら、「技術」と「製品」を混同して記載している方が多いと感じる。つまり、

「既存技術 vs 新技術」を「既存製品 vs 新製品」で記載されているため、技術が何であ

るか充分に表現されていないことが多いと感じる。よって、「技術」と「製品」の定義

を明確にしてもらえると有難い。「市場ニーズ」⇒「新製品」⇒「新技術」の流れで記

載できると分かりやすくなると感じている。 
・サポインは中小企業の技術開発に貢献する良い制度だと思う。しかしながら、提案シー

ズが優秀な特異性を有するにもかかわらず、サポイン終了後の現状を見るに、開発装置

が倉庫の隅で埃をかぶっていたりして、事業化断念はもとより、簡単に開発を中断する

例が多数見受けられる。あまりにも研究開発に対する甘い見通しとともに、執念や情熱

の欠如を嘆かなければならない所が寂しいところである。困難なことは承知するが、提

案書で情熱や執念を読み取れるようなスタイルに改編できればと考える。 
・諸機関と連携して技術開発を行い、事業化までを視野に入れた開発型の企業にとって

は良い政策であるといえる。事業化を評価する立場としては、具体的にどう売るのかを

書く欄、あるいは評価要素がないので、苦労することがある。やはり技術面、事業面の

双方に長けた中小企業を支援するとすれば、事業面のマーケティングに関する記述を明

確にするべきであると思料する。 
・業界や全国的な利益影響に重きをおくのか、申請者の利益に重きをおくのか、明確にし
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て欲しい。 
・申請書の書き方によって審査の評価が変わることもある。上手く書かれた（読み易い、

分かり易い、重要性を説得されられるような）申請書には高い評価を付けてしまうこと

がある。内容の重要性の加えて、申請書の書き方の適切な指導を受けると採用につなが

るように思う。 
 
＜審査委員のレベル＞ 
・厳密な評価は難しいが、目利き的な感覚をもつことが重要である。 
・特定ものづくり基盤技術の 12 分野の分類は現行のままでよいが、複数の技術分野にま

たがる技術も多くあると思う。それらについても、公平に審査できるように審査員の意

識（専門性）も高める必要があると思う。 
・事業化評価を担当している。技術がどの程度優れているのかは、理解できない部分も多

い。実は、事業化評価にも技術評価の側面も含まれている。このため、案件の特定技術

分野に詳しい事業化評価を担当している者との評価が大きく変わる可能性がある。でき

れば、技術評価を先行して行ない、技術評価者のコメントを参考できると、適正な事業

化評価ができると考える。 
・本質的な課題は評価者のスキルに依存していること。令和元年から実施している評価

者の多面評価結果を活用した評価件数の配賦を継続活用すれば、評価の質が向上する。 
 
＜審査時間＞ 
・審査に要する時間は 1 時間程度となっているが、その程度の時間で審査できる範囲で

良いということか。 
・審査に対する工数を多く取りたいので、審査費用の拡大をお願いしたい。 
 
＜フォローアップ＞ 
・採択された企業の 5 年後の事業化実施状況を「見える化」して欲しい。 
・採択され事業期間終了した企業に、申請書の記述項目の適否や推進委員会の持ち方な

どのアンケートを実施し、少しでも実効性の高い制度となるようにして欲しい。 
 
＜広報・認知活動＞ 
・本支援事業に関する認知度が、まだ十分に全国の中小企業へ浸透していないと思われ

る。今後とも広範囲な広報メディアを駆使し、本事業の広報活動されることを希望す

る。 
 
＜その他＞ 
・案件が小型化、中味の薄いものになってきつつある。また、財務体質が良く素晴らしい

案件の外国人オーナー会社が増えている。開発費を日本の税金で出し、事業化はその国

でやるだろう。サポインの今後の課題である。 
・経産省関連では、技術開発の補助金はサポインしかないようだ。ベンチャー企業や財務

状況の充実度が低い企業には、審査基準Ⅱ①の経営的基礎力で評価が低く、不採択にな

る可能性が強い。こうした企業に補助金額は低くても活用できるミニサポインの制度を
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望みたい。 
・産業の活性化のためにはよい事業である。支援の有効性についてはどうしても疑問が

残るがやむを得ないと思う。いわゆる支援受け慣れした企業が同じような事業につい

て、ステップごとに何度も審査を受けているようなものが見られる。基準から照らせば

支援対象になるので良い点がつけられるので不公平感がある。 
・中小企業者にとって、大型の開発助成である。是非続けて欲しいと思っている。 
・日本が遅れている情報技術分野に力を入れることを期待する。 

 
２．採択事業者及び外部専門家へのヒアリング結果 
サポイン事業全体について、以下の回答を得た。 

 
【採択事業者】 

＜研究実施機関（中小企業）＞ 

・サポインの評価を受けたということでお墨付きをもらったということになり、海外で

も評価される。 

・事業成果の商品化を実現するための製造設備や工場設立までの支援が欲しい。 

・今後も継続してのサポイン事業をお願いしたいが、提出する内容書類に類似している

ものが多く、かつ、提出フォームが異なるので、統一していただければと思う。効率よ

く電子化を希望したい。中小企業を支援する補助事業であるが、書類作業にあまり時間

をとられ過ぎると負荷が多くなり、本来の趣旨に反してしまう恐れがある。 

・他の支援制度にも応募しているが、技術面の支援等が弱い。新たなシーズを作り出そう

とする中小企業にとって、サポインが一番取組やすい支援制度と考える。サポインを遂

行するために自分達の会社組織内の人手の問題もあり、これらをフォローしてもらえる

と有難い。 
・支援企業の成果実績を増やし続け、今後世の中で必要とされる、高度で特異性の高い技

術開発に対し、中小企業が利用しやすい環境を整え、より柔軟に支援していただけば幸

いである。 

・申請書類、中間報告、最終報告資料は、大学の先生や公設試の職員等のサポート無しで

は作成できない。また、サポートが得られたとしても、中小企業 1 社員の負担としては

相当に大きい。 

・事業化を期待するあまり、補助率の変更が行われたのだと思うが、サポイン事業は、一

歩を踏み出すきっかけであり、事業終了後の継続的な企業努力が必要となるため、資金

力に乏しい中小零細企業でも活用できるよう敷居を下げ、夢を持ったビジネスの創造に

つながれば良いと思う。補助率以外でも、事務処理負担の軽減等にも期待したい。 

・事業化を見据えた研究開発の支援事業として継続してほしい。 
 

・公募時期は国家予算等の都合があると思われるが、採択者に対しては、公募時点からの

研究を補助期間として認めて頂けるとより有効な研究期間の設定が可能になると考え

る。現状は 3 年と言っているが、開始は 8 月からとなり、実質 2.5 年程度となる。補助

期間を認めてもらえれば、3 年間をまるまる活用することができる。 
・事業者の要望に応じて仕組みが見直されていて良いと思う。この事業が継続して行わ
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れることを期待している。 

・事務作業が多く、専門の担当者がいなければ達成が難しいことが、ハードルかと思う。

事務手続きの簡略化を今後期待したい。 

・研究開発期間中の事務手続きや書類作成などに取られる時間が多く、研究開発に使え

る時間が少なくなったり、研究費の使い方に関して、検査を要求されたり、年度内での

支出を要求されたりといった制限が多く、研究開発がスムーズに出来なかったことがあ

る。研究開発期間中の研究実施の柔軟性をもっと与えてほしい。 

・自社にない技術について、大学の先生等に相談できると有益である。中小企業では、こ

のようなニーズもあると思うので、サポイン制度によって、産学連携が広がるように期

待する。 

・事業終了後のフォローアップが必要なことは理解できるが、もう少し簡略化できない

だろうか。 

・資金的な理由で新製品の開発に踏み切れない場合は、サポイン事業は有効な制度であ

る。中小企業にとって、今後もサポイン制度が継続されることを期待する。 

・法認定が不要になったことについて、手続きが簡素化されることを歓迎する。 

・サポイン事業の補助金を利用することで自社資金による研究開発より格段に大規模な

研究開発ができることや、サポイン事業に採択されたことによる地域等におけるステー

タスの向上等を、自治体や経産局から、もっと中小企業の経営者層にアピールすべきで

はないか。 
 
＜事業管理機関＞ 

・交付決定から事業完了までの期間が実質 2 年半程度で、交付決定後から装置導入など

に着手するため、納期等を考えると実際の研究期間はかなり短い。直近で行ったサポイ

ン事業では、中小企業側が採択前から積極的に研究設備に投資を行い、自費で研究をス

タートさせていたため、うまく行った。この場合は、事業の 3 年間がフルに開発研究の

期間とすることができた。 
・研究開発を行った内容の知財化について、よりサポートが手厚くなることを期待する。

海外への特許出願等は、中小企業と公設試にとって、費用と技術的の両面でハードルが

高いので支援が必要と思われる。 

・中小企業が新技術・新製品の開発を行い、実用化を図る上で、大変有効な支援制度であ

るので、サポイン事業を継続して実施していただくことを期待する。また、事務手続き

が大変なため、改善を期待したい。 

・他の支援制度に比べ、複数年度にわたり開発に取り組めることが優れている。開発テー

マの規模が大きく、課題が多数ある場合は単年度で解決することは難しい。そこで、大

型テーマで目的を明確に絞り、研究を段階で解決していけることが中小企業には有益で

ある。単に問題解決だけでなく、それに取り組む人材育成が複数年度で行えることは企

業のものづくりシステム構築にも有効に機能していることがみられ、更に、外部のアド

バイザーとのネットワーク構築にも有効である。 

・中小企業が自社の強みを理解して申請することが重要で、それを更に進展させるには

企業が技術力で自立することが重要であり、事業化を踏まえた長期のスパンでの課題に

挑戦する機会をサポイン事業として企画推進されていることに大変感謝する。地域活性
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化を図るために中小企業の技術開発を支援している本事業の継続を願う。 

 

・中小企業では研究部門がない場合も多く、研究を製造の片手間でやっている場合があ

る中で、サポインに取り組むことによって、研究部門を新設したり、強化したりする企

業も少なくない。 

・ものづくり基盤技術（12 技術分野）の要件に該当する研究であれば、中小企業が川下

分野（業界）を対象に、直接最終製品開発を行う案件もサポイン対象となると思うが、

川下企業が製作する最終製品、プロセスに寄与する 1 歩手前の技術までがサポイン対

象（つまり、最終製品は対象外）と考えている人が大半である。制度の見直しを行った

が、この事業の対象となる案件の範囲を明確にしていない点が残念である。案件の範囲

が明確になるように対象事業となる範囲を「共同体の構成イメージ」のように公募要領

に記載して欲しい。 
・事務手続きが多すぎ、特に人的余力のない中小企業にとって、研究者の事務手続きに係

る負担は大きい。研究開発の専任管理要員のいない中小企業にとって、事務手続き時間

を極力減らし、より研究開発時間に工数をかけられることが望ましい。極力、事務手続

きを簡略化して欲しい。 
・これからも引き続きサポイン事業を継続し、中小企業の研究開発支援を行って頂きた

い。現状、中小企業の要望にはなんとか応えられているとは考えられるが、可能であれ

ば、予算、採択件数を増加頂きたい。 

 
【外部専門家】 

・ 前身を含め 10 年ほどこの事業に参加してきたが、次第に事業性との関係(「死の谷」

を超えるためのマネジメントの在り方)が改善されてきたと思う。ただ、当初はエネル

ギー、環境系が主であったところから、次第に生物系・医療系まで開発課題そのもの

が拡大したため、機械、化学系（物理化学）の考え方を、生物、医療、創薬系の開発

に当てはめてよいのかどうか、時折疑問に感じることもあった。それぞれの分野でど

のような開発スケールが共有されているのかについて、メンバー間で共通の理解をし

ておくとよいかもしれない。開発から事業化は、結局のところ「人」である。全体を

見られる人、事業化までのプログラムを管理する人間を、国と企業の中で育成するこ

とが不可欠となる。また、プロジェクトが大きくなればなるほど、補佐する人間も同

様に必要になってくる。 
・本事業は我が国の中小企業の研究開発能力、技術開発力を高め、製品化、事業化の機

会を増大することにより、我が国の製造業の国際競争力向上を目的としていると考え

られるので、幅広く多くの業種の企業への支援となることが望ましい。そのために

は、制度としてもより分かりやすく利用しやすい仕組みにすることが期待される。利

用しやすい仕組みにするためには、申請や研究期間中の計画変更等の手続が、より簡

素化されることが望まれる。 
・近年バイオ、創薬などのハイテク物が多く採用されているように思う。長年ものづく

りに携わってきている中小企業の多くは、その技術的基盤は従来型ものづくりであ

る。ハイテクも大事だが、その他大勢の従来型ものづくり企業は地域の稼ぎ頭であ

り、彼らの技術的高度化を通じて、地域創生の一翼もサポインに担ってもらえないも
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のであろうか。 
・日本のものづくりを支える重要な政策であると思うので、是非とも引き続き継続して

頂きたい。 
・この事業での実施を前提に、産学官連携の技術開発を計画するなど、当自治体内企業

は本事業を活用しながら効率的な製品開発を実施している。今後も事業の継続を希望

する。 
・サポイン制度には、モノ作り中小企業の能力を政策的に維持・活用することを通じ

て、当該中小企業だけでなく、広く産業経済の活力や競争力に寄与するという社会性

があると考える。代表的な役割として、次のようなものがあると考える。制度の運営

と評価は、こうした点を踏まえつつ行う必要がある。 
Ａ：我が国全体のモノ作り競争力の維持・向上 
大企業の競争力の根幹を中小企業が担うことが多い（例：300 社、GNT（グローバ

ルニッチトップ））。基盤技術を担う中小の活力を支えることは、我が国全体の競争

力に寄与する。 
Ｂ：発注側（大手）の生産性の補完 
大企業の効率的運営は、中小企業による補完（例：試作品、特急品）があってでき

る。高度化する技術に対応しつつ補完するには、中小側も不断の高度化が必要であ

る。そのための技術的試行やその資金を補う。 
Ｃ：発注側（大手）の要素技術開発力の補完 
技術の専門化・高度化の一方、分母（例：設備）を抑える経営で、大手の開発力が

低下し、専門技術を持つ中小企業の役割が相対的に増大している。技術はありなが

ら設備や資金、不確実性に耐性の限られる中小企業が大手の技術開発の補完をする

ことを支援する。 
Ｄ：「協力会」等の補完 
大手企業の取引先の協力会があると発注側のロードマップが示され、開発費も支給

されることが多かった（受注を見越した研究開発ができた）が、大手が単独で価格

志向のオープン調達に転換し、中小の開発が停滞することになった。中小企業の開

発を補うとともに、自ら商流を開拓する必要を支援するために、川上・川下を組ま

せるサポイン制度で補完する。 
Ｅ：イノベーションへの対応／創出 

DX（デジタルトランスフォーメーション）、自動車の形態の変化等には、発注側も

模索しつつ対応が求められている。こうした状況では「発注側が仕様を決め、中小

は QCD（品質、コスト、納期）に専念」という役割分担から、中小も独自性を持

って価値創造ができないと存続できない状況にある。中小もリスクを取った開発を

要することとなっており、支援が必要である。 
Ｆ：自社製品の事業化等 
まれながら、部品加工等→自社製品の事業化、ニーズが顕在化しつつある社会課題

対応など、異分野展開する例（例：金属加工→医療機器、金型→医療機器）もあ

る。こうした挑戦のリスクを補う。 
Ｇ：その他 
 底上げ策やもの補助に比べ、より積極的な意味で地域の産業経済や雇用を維持す
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る、オンリーワン企業の国際的な競争力を維持することなどがある。 
・サポイン事業は、中小企業の技術開発にはなくてはならない制度である。今後とも事

業を継続し、さらなる中小企業の技術開発に貢献してもらいたい。 
・中小企業支援の観点から大変意義深い施策であり、今後も続けてほしい。 
・サポインは 10 年以上継続しているため、世の中で必要と認められている制度である

と考える。 
・欧米人はコンセプトをやってから要素技術に入るが、日本人はその逆である。これから

はどうしたら付加価値を上げられるのかを考えないといけない。ニーズからどのよう

な技術が必要という逆引きすることが不可欠である。このような人材の育成をサポイ

ンの中にどう織り込んでいくかも重要な課題である。 
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Ⅳ．事業アウトカム 

【評価項目】 事業アウトカムの妥当性 
〇中間評価時点においてなお、制度の目的を踏まえた事業アウトカムが明確であり妥当で

あること。 
〇中間評価時点においてなお、事業アウトカム指標及び目標値が明確かつ妥当であるこ

と。また、挑戦的（チャレンジング）な研究開発に該当するものについては、産業社会

に大きな変革（ハイインパクト）をもたらすものであることを前提とした目標値が適切

に設定されていること。 
※）本事業は「挑戦的（チャレンジング）な研究開発」に該当しない。 
 
Ⅳ－１．事業（制度）の目的 
１．（旧）中小ものづくり高度化法の目的 
中小企業によるものづくり基盤技術に関する研究開発及びその成果の利用を促進するため

の措置を講ずることにより、中小企業のものづくり基盤技術の高度化を図り、我が国製造業

の国際競争力の強化及び新たな事業の創出を通じて、国民経済の健全な発展に寄与すること。

（第 1 条） 
 
２．本事業開始時の目的 
我が国を牽引していく重要産業の国際競争力の持続的な維持・強化に向けて、基盤技術を

担う中小企業の技術力・競争力の強化を図ること。（平成 18 年度事前評価） 
 

３．本事業（制度）の目的 
特定ものづくり基盤技術の高度化につながる研究開発、その試作等の取組を支援し、我が

国製造業の国際競争力の強化及び新たな産業の創出を図ることが目的。中小企業・小規模事

業者が大学・公設試等の研究機関等と連携して行う、製品化につながる可能性の高い研究開

発、試作品開発等及び販路開拓への取組を最大 3 年間支援（飽くまでも研究開発を支援する

ための事業であり、生産を目的とした設備備品の導入や営利活動に関する補助事業ではない）。 

 

Ⅳ－２．事業のアウトカム 
１．指標・目標値 
・個々のプロジェクトに関する最終年の達成度の平均値が 50%を超える 
・プロジェクト終了後 5 年時点で、事業化（製品等を継続的に販売）を達成するプロジェ

クトが半数を超えること 
・プロジェクト終了後 5 年時点で、補助事業の総売上累計額が総予算投入額 150%を超え

ること 
・補助事業者全体の付加価値額※が、事業終了後 5 年時点で、年率平均＋3％以上向上す

ること 
・補助事業者全体の給与支給総額が、事業終了後 5 年時点で、年率平均＋1.5％以上向上す

ること 
 

 ※付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費 
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２．目標についての考え方 
・制度の目的は、国際競争力の強化と新事業の創出であるが、その実現のために法に基づく

高度化指針が定められている。したがって、指針の高度化目標を実現することが制度の目

的の実現につながる。 
・指針の高度化目標の実現度合いを測る指標としては、指針に基づいて実施される研究開発

の達成度や事業化率等がある。 
・本事業（制度）の補助対象は、製品化につながる可能性の高い研究開発、試作品開発及び

販路開拓への取組までだが、事業化までの道筋が明確に描けているものが対象となる。そ

のため、研究開発計画の終了後１年以内までに、サンプル出荷等川下製造業者からの評価

を受けることが可能な計画となっていることが必要となる。また、売上高（見込み）を具

体的な根拠に基づいて設定するとともに、本事業の補助対象期間の終了後 5 年以内を目処

に事業化を達成する目標が策定できる事業である必要がある。 
・令和 2 年度採択事業からは、研究開発プロジェクトの事業化のみならず、それに伴って、

主たる研究等実施機関（中小企業者）自身の成長を目標として策定できる事業である必要

がある。具体的には、事業終了後 5 年以内を目処に、主たる研究等実施機関（中小企業者）

の①付加価値額が 15％以上（年率平均 3％以上）の向上及び②給与支給総額が 7.5％以上

（年率平均 1.5％以上）の向上を達成する目標が策定できる事業である必要がある。 
 
３．目標値の達成度 
（１）研究開発達成度 
事業終了時の研究開発の達成度について、採択年度別（横棒グラフ）及び全体（円グラフ）

を以下に示す（令和元年度フォローアップ調査）。 
 全体としては、計画以上の進捗（11％）、ほぼ計画通り（78％）で、その合計は目標値の

50％を大幅に超えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊ 戦略的基盤技術高度化支援事業（プロジェクト委託型）目標達成 11 件、目標未達成 0 件 
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（２）プロジェクト終了後 5 年時点の事業化達成度 
プロジェクト終了後 5 年以上経過しているプロジェクトは、平成 25 年度終了以前のもの

である。これらのプロジェクトのプロジェクト終了後 5 年時点の事業化達成率を終了年度別

に以下に示す（平成 29 年度～令和元年度フォローアップ調査）。 
 
 プロジェクト終了後 5 年時点の事業化達成率は、「事業化達成（試作品）」、「事業化達成（製

品等）」、「事業化に加え、同業・他産業へ研究成果普及」のいずれかで達成した場合の達成率

で、平成 23 年度終了のプロジェクトでは 48.9％、平成 24 年度終了のプロジェクトでは

41.9％、平成 25 年度終了のプロジェクトでは 45.8％であった。 
 

プロジェクト終了後 5 年時点の事業化達成率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
なお、参考のために、平成 29 年度に実施した本制度の中間評価（前回評価）時点での事業

化達成率を以下に示す。前回評価では、プロジェクト終了後 5 年以内の事業化達成率を、採

択年度別に集計しているため、単純な比較はできないことに注意を要する。 
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＜前回評価（H29fy）時点でのプロジェクト終了後 5 年以内の事業化達成率＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 事業化に至っていない要因については、「技術力」、「資金力」、「マーケット調査力」、「川下

企業との連携」、「販売力」などが挙げられている。 
事業化に向けて必要とする支援策については、「展示会出展支援」、「商談会・マッチング」、

「製品化支援」、「設備投資支援」などが挙げられている。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業化に至っていない要因 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業化に向けて必要とする支援策  
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（３）プロジェクト終了後 5 年時点の総売上累計額／総予算投入額比率 
 プロジェクト終了後 5 年時点の補助事業の総売上累計額（製品部品ライセンス＋加工請負

の累計売り上げ）を以下に示す。 
 平成23年度終了のプロジェクトでは215％、平成24年度終了のプロジェクトでは150％、

平成 25 年度終了のプロジェクトでは 73％となり、対象年度（プロジェクト）により、成果

が分かれる結果となった。 
 
 
 
 
 
 
注）総売上累計額／研究開発費（％）は、研究開発費、総売上累計額の端数処理前の比率であり、端数処理

後（表中の数字）の比率ではない。 

 
（４）補助事業者全体の付加価値額の伸び率 
 補助事業者全体の付加価値額の伸び率の成果目標（事業終了後 5 年時点で、年率平均＋3％
以上向上すること）については、令和 2 年度採択事業から設定されたため、今回の中間評価

では評価対象から除くこととする。 
 
（５）補助事業者全体の給与支給総額の伸び率 
 補助事業者全体の給与支給総額の伸び率の成果目標（事業終了後 5 年時点で、年率平均＋

1.5％以上向上すること）については、令和 2 年度採択事業から設定されたため、今回の中間

評価では評価対象から除くこととする。 
 
４．外部専門家へのヒアリング結果 
事業アウトカムの妥当性について、以下の回答を得た。 

 
【外部専門家】 

・何らかの基準となる数字が必要なことはよく理解できる。しかし、開発から製品化まで

の期間は、対象や制度によって大きく影響される。例えば、情報系や小型の機器開発で

はこのアウトカム目標が妥当と思われるが、薬品のように安全性や有効性の確認まで

多くの年月が必要は場合、5 年ではそもそも治験が終わらないこともある。航空機開発

も同様で、開発の終了と商品化の間のラグが大きいものもある。規定を変える必要は

ないが、分野により、多少基準に余地を残したほうが良いのではないか。 
・１事業で複数の達成目標数値等がある場合には、達成度が何かの議論が必要である。平

均値 50%は低いと思われるかもしれないが、あまり高くすると成果が確実な研究のみ

となり補助金制度の意味がなくなる。評価の区切りのための期間は必要であり、プロ

ジェクト終了後 5 年時点は飽くまで 1 つの区切りである。3 年では短すぎると思われ

る。 
・サポインのアウトカム評価は、①開発した製品による直接的価値創出・獲得と、②事業

対象件数
（件）

研究開発費
（億円）

総売上累計額
（億円）

総売上累計額／
研究開発費
（％）

平成23年度終了 182 146 313 215
平成24年度終了 210 178 267 150
平成25年度終了 120 107 78 73
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を通じた研究開発型企業としての資質向上による経営力の向上の 2 つがあるように思

われる。①は短期的で定量評価がしやすいが、②は中長期的視点になり評価も困難で

ある。サポインの本来の目的は②であろう。①は補助金事業的性格である。できるな

ら、②で評価したい。その意味では付加価値向上率の方が、実施企業のイノベーション

力アップにつながったと見ることができるであろう（イノベーション＝価値創造）。た

だ、年率+3%が妥当かどうかは判断がつかない。 
・事業アウトカムについて、採択された企業の規模や事業体制（連携の体制）によって、

費用に関する目標値は評価しにくいように考える。事業化等を達成するプロジェクト

が半数を超えるのは必要。費用に関する目標値は 3 項目あるが、その内、5 年の時点で

の付加価値額や給与支給総額ついては、特に評価が難しいと考える。 
・事業アウトカムの視点としては、事業化、売上につながることが最優先であると考えら

れるため、事業化や売上累計といった指針を使うことは妥当と思われる。必ずしも短

期間での事業化が要求されるものではないと考えられるので、事業分野によってはよ

り長期の視点を導入することも考えられる。 
・事業のアウトカムとして、事業化数や売上等は必要、事業拡大の実施による雇用者増

（給与支給額増）なども妥当である。全体の事業としての評価であるので、数字以外の

ものは表現しづらい。数値に表しにくい評価として、売り上げ等で大きな成果が出な

くても、開発した技術等が将来的に 5 年後、10 年後幅広く活用される（多様な製品展

開に貢献、業界基準になる等）こともあるのではないか。この点も重要と考える。 
・プロジェクトの達成度を含め、事業系の成果に対応する各指標としていることは、いず

れもとても適切であると思う。できれば、公共的意義への貢献を示す指標も検討、追加

するのも手ではないかと思う。換言すれば、指標が研究論文などの学術系や知財に走

っていないという点で適切である。 
・中小企業向けの技術開発事業であることを念頭におけば、プロジェクトの成果目標の

達成度等が 50％を超えるのは妥当である。超えられないのは採択を目指し、実力以上

の高すぎる目標を設定しているためであり、あまり高くすると、成果目標が達成でき

なくなり、制度の信頼性を損なう。事業化の達成 5 年以内の事業化の達成率は妥当で

ある。補助事業者の付加価値額、給与支給総額の向上は、採択案件の多くが提案型の新

規事業を創出することを目標としていることを考えれば、少し高い。 
・プロジェクト最終年の達成度は十分クリアしているが、プロジェクト終了後 5 年時点

での事業化達成率は、やや未達といった感想である。サポイン事業は中小企業支援の

ために有益な事業で今後も継続してもらいたい。 
・基本的には、実現可能な成果目標を設定することは、評価する上で必要と考える。プロ

ジェクトを実施する企業には、これ以上の成果を求めるという目安としてよいのでは

ないか。実際の評価の段階では、ケースバイケースになることもあるかと思う。開発の

初期の段階で売れると思って開発を進めていても、5 年後にはそのままでは売れない

場合が出てくる。そういう場合は方向転換が必要となる。開発途中で世の中の状況が

変わってくる場合もある。例えば、医療品関係で、サポイン開始時には国の規制がなか

ったものが、サポイン終了時に規制が生ずる場合もある。その場合、規制をクリアでき

ないと販売できないことになってしまう。 
 
 



 

74 
 

Ⅴ．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 
【評価項目】 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップの妥当性 
中間評価時点においてなお、事業アウトカム達成に至るまでのロードマップは、時間軸に

沿って、以下の点を踏まえて作成され、必要に応じて改定されていること。 
①事業アウトカムの目標値及び事業アウトプットの目標値の達成時期 
②事業アウトカムの目標値達成に至るまでの取組 
・知財管理の取扱 
・実証や国際標準化 
・性能や安全性基準の策定 
・規制緩和等を含む実用化に向けた取組 
③成果のユーザー 

 
Ⅴ－１．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 
１．事業化を達成する目標の策定 
「Ⅳ－２．事業のアウトカム」の１．指標・目標値として、「プロジェクト終了後 5 年時点

で、補助事業の総売上累計額が総予算投入額 150%を超えること」を掲げている。 
この事業全体でのアウトカムの達成を確保するために、公募に当たっては、申請者に対し

て、事業化までの道筋を明確に描くことを求めている。 
 

＜令和 2 年度公募要領＞ 
３．申請対象事業 
（２）本事業の対象となる研究開発計画 
○本事業の補助対象は、製品化につながる可能性の高い研究開発、試作品開発及び販路開

拓への取組までですが、事業化までの道筋が明確に描けているものが対象となります。そ

のため、研究開発計画の終了後１年以内までに、サンプル出荷等川下製造業者からの評価

を受けることが可能な計画となっていることが必要となります。また、売上高(見込み)を
具体的な根拠に基づいて設定するとともに、事業化に向けた体制やスケジュールについて

明記し、本事業の補助対象期間の終了後５年以内を目処に事業化を達成する目標が策定で

きる事業である必要があります。 
 
２．外部専門家へのヒアリング結果 
事業アウトカム達成に至るまでのロードマップの妥当性について、以下の回答を得た。 

 
【外部専門家】 

・対象により必要な事業化までの期間が異なる。経済産業省の事業としては、その場合も

5 年でのローリングしかないため、長期にわたる場合は次のフェーズについても記載

すべきと考える。事業化が長期にわたる場合、事業環境が変わった場合はどうすると

かの視野で書いておくことが必要である。例えば、10 年前にそれほど重要でなかった

遠隔診療がコロナによって意義が上がるケースもある。こういう場合は事業化の範囲

が広がる等の見通しを記載することが必要である。 
・事業アウトカムの目標値の達成時期の明示は必要である。5 年は飽くまで 1 つの区切
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りである。3 年では短すぎると思われる。サポイン事業終了後の事業化の追跡、サポー

トが必要であり、事業管理機関が行うべきである。また、成果のユーザーとの連携（販

路開拓等）については、サポイン事業開始時に決まっていることが望ましい。規制緩和

等を含む実用化に向けた取組については、開発と並行して、事業化の障害となる規制

の緩和のための取組が必要である。例えば、日本ではドローンに関する規制は非常に

厳しいが、世界ではかなり緩和されている国も多い。中小企業が直接取り組むのは難

しいかもしれないので、どのように支援するかが問題である。 
・真の事業化に至るまでには多くの困難な要素が待ち受けている。事業の進歩につなが

るような指標、例えば「研究開発費の新設や増加」といったイノベーション型企業への

転身を図る指標を、ある程度のスパン（5～10 年前後くらい）で検討してもいいのでは

ないか。 
・達成時期については、サポインが終了した後すぐに成果が出るものではないと考えら

れるので、5 年後に焦点を当てているのは妥当であると考えられる。事業分野によって

はより長期の視点を導入することも考えられる。国際標準化、安全性基準の策定は一

事業者でできるものではないし、時間もかかるので、業界で共通基盤となるような技

術の研究開発等については、政府だけでなく、業界団体等を支援して早期実現をはか

るようにすべきである。販路開拓は他の研究開発補助金ではあまり見ることがない仕

組みなので、評価する上で重要な点と思われる。中小企業では難しい場合もあるので、

アドバイザー制度を活用することやサポイン事業参加者が協力することにより、事業

化を速やかに進めることができるのではないか。 
・事業化を求める上で、ユーザーとの連携、知財の管理、規格等の対応は不可欠である。

この中でも、事業化ということとなると、ユーザーとの連携が一番大事である。ユーザ

ーの都合もあるので今回のコロナのように社会環境が変わると変わってくる。したが

って、当初想定した 5 年とか 10 年のスパンでは解決できない場合も出てくる。ユーザ

ーとの連携が一番重要となる。事業化計画の内容次第だが、開発の方向性は事業終了

後約 3 年、事業化の成果は約 5 年が一つの指標であり、スケジュールも妥当である。 
・事業アウトカムの目標値の達成時期を、プロジェクト終了後 5 年時点とすることは妥

当である。素形材産業のように金属素材の“加工プロセス”を担っているサポーティン

グインダストリーでは、客先のプロセス認証を必要とするケースも多いので、やはり

この程度の期間は必要である。 
・ロードマップの妥当性は、課題によりまちまちである。ネジ加工等の分野ではもっと早

く事業化できるであろうし、バイオ関連の分野では技術の標準化にもまだ相当の時間

がかかるであろうし、5 年程度で本格的な事業化は困難と考えられる。可能であれば、

案件毎にロードマップを設定し、フォローしてゆけば、アウトカム指標の精度が上が

り、達成率が向上するかもしれないが、管理部門が大変であり、実現は困難かもしれな

い。 
・プロジェクト終了後 5 年時点というのは、一つの目安ではある。しかし、研究開発は

必ずしもうまく進むとは限らないことが多いと思う。開発状況に応じて柔軟に対応し

た方が、より現実的な気がする。どこを重点的に考えて開発するとか。上手くいけば、

方向転換して、別の方面で展開することも可能となる。最初の予定通りに評価すると

ガチガチとなってしまうため、柔軟に対処することが肝要である。妥当性を評価する
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ための留意点も、基本戦略や成果の内容に応じて、それぞれ、重点項目を検討したらよ

いと思う。 
 
Ⅵ．費用対効果 
【評価項目】 費用対効果の妥当性 
中間評価時点においてなお、投入する予定の国費総額に対して、事業アウトプット及び事

業アウトカムが妥当であること。 
 
Ⅵ－１．指標・目標値 
・プロジェクト終了後5年時点で、補助事業の総売上累計額が総予算投入額150%を超え

ること 
 
Ⅵ－２．費用対効果 
１．費用対効果の算出 
費用対効果について、平成 29 年度～令和元年度フォローアップ調査から、事業終了 5 年

経過時点のプロジェクトの総売上累計額／総予算投入額比率を算出した。 
 
対象テーマ：平成 23 年度に終了したプロジェクト（平成 29 年度フォローアップ調査） 

平成 24 年度に終了したプロジェクト（平成 30 年度フォローアップ調査） 
平成 25 年度に終了したプロジェクト（令和元年度フォローアップ調査） 

 
プロジェクト終了後 5 年時点の補助事業の総売上累計額（製品部品ライセンス＋加工請負

の累計売り上げ）を以下に示す。 
 平成23年度終了のプロジェクトでは215％、平成24年度終了のプロジェクトでは150％、

平成 25 年度終了のプロジェクトでは 73％となり、対象年度（プロジェクト）により、成果

が分かれる結果となった。 
 
 
 
 
 
 
注）総売上累計額／研究開発費（％）は、研究開発費、総売上累計額の端数処理前の比率であり、端数処理

後（表中の数字）の比率ではない。 

 
２．外部専門家へのヒアリング結果 
費用対効果の妥当性について、以下の回答を得た。 

 
【外部専門家】 

・多くの開発ではなかなか将来の市場規模を確定的に与えることは困難で、ハイリター

ンであるとハイリスクである。ここを厳しくすると、ローリスクの課題が増えること

対象件数
（件）

研究開発費
（億円）

総売上累計額
（億円）

総売上累計額／
研究開発費
（％）

平成23年度終了 182 146 313 215
平成24年度終了 210 178 267 150
平成25年度終了 120 107 78 73
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が懸念される。これは結果として、規模の経済性の効果の大きな世界市場でのプレゼ

ンスを損なう危険がある。 
・本年度より、「プロジェクト終了後 5 年時点の補助事業の総売上累計額が総予算投入額

の 150%を超えること」により評価することとしたことは妥当であると考えられる。こ

の程度の時間があれば、評価目標を達成することは必ずしも困難ではないと考えられ

る。本事業では、中小企業の「ものづくり基盤技術の高度化」が最も重要な目標と考え

られるので、早期の事業成功を必ずしも求める必要はなく、上記目標は妥当であろう。 
・成果は長期的な売り上げにつながり、企業の継続的業績向上につながることが理想で

あろうが、それはなかなか難しい。あまり短期的視点の KPI（重要業績評価指標）設

定は、その数字を取り繕うことだけに奔走する恐れもありうる。サポインで学んだこ

とがたくさんあると思われるので、企業として付加価値が上がって次のステップに生

かされれば良いと考える。 
・予算投入額については、企業規模によって効果が異なるので、一定の期間で一定の評価

を行うのは難しいと考える。大学がシーズを持っていて、これを企業が製品化する場

合も多く、パテント料は中小企業側に発生する。10 年とかの長いスパンであれば、製

品化による利益が期待できるが、5 年の短いスパンでは、まだ十分な費用的効果を得ら

れてないように思われる。モノづくり関係は設備や材料を買う費用であるが、情報系

の場合は、プログラム作成の人件費がメインとなる。 
・開発成果の効果を測定するには、「成果波及効果」が望ましいかもしれないが、「成果波

及効果」とすると理屈がつきそうなものは、なんでもかんでも計上されてしまう可能

性があり、正確に測定することは難しいと思われる。産業別比較や地域別比較といっ

た観点からの比較ができないケースもあると思われる。「プロジェクト終了後 5 年時点

の補助事業の総売上累計額が総予算投入額の 150%を超えること」に指標を変更したこ

とにより、公表するかどうかはともかく、個別の補助事業の総売上累計額が判明し、産

業別比較や地域別比較といった観点からの比較ができるようになった点は妥当と考え

られる。 
・費用対効果の評価は、事業終了後の期間が短いと売上累計額も小さくなるので妥当で

ある。公的開発資金で開発する意義として、リスクの高い技術開発に取り組むことも

ある。事業化等の費用対効果は必須であるが、ハイリスクハイリターンの事業を支援

することも重要と推察する。事業化を目標とするため、事業化しやすい項目に評価が

行くが、多少夢がある事業も必要と思われる。中小企業としても自ら投資しているの

で、事業化への強い思いがあるが、目標通りにいかない場合もある。事業終了後期間が

短い場合、開発成果を活かした継続開発や生産設備の投資額の評価もあってもよいと

思う。 
・費用対効果測定の基準を、短期にして額を抑えた変更は、適切と思う。成果波及効果の

測定では、産業連関表等を用いるとしても、中小企業の製作する部品が川下企業の売

上の増加に大きく貢献することはそれほど多くはないと思われるし、恣意的になりや

すいのではないか。 
・新しい成果目標「プロジェクト終了後 5 年目の終了時点での総売上額が投入総予算額

の 150％を超える」という目標による評価は、妥当である。総売上額の目標達成は困難

と思われるが、「平成 30 年 2 月「戦略的基盤技術高度化支援事業」（研究資金制度プロ
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グラム）技術評価結果報告書（中間評価）」では 130％であり、ロードマップ等におい

て、少し工夫は必要かもしれないが、成果指標としては妥当である。 
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Ⅶ．外部有識者（評価検討会等）の評価 

Ⅶ－１．当省が実施することの必要性 

本制度は、中小企業が大学・公設試等と連携して行うハイリスクな研究開発等の取組を支援し、

我が国製造業の国際競争力の強化及び新たな産業の創出を図ることを目的としており、研究開発の

不確実性・リスクが増大している中、民間企業では支援が難しいチャレンジングなテーマに対して

国が支援をする意義は非常に大きい。 

また、中小企業のみでは課題解決が困難な研究開発であっても、産学官連携で課題解決に取り組

める本制度の仕組みは有効であり、引き続き国の制度として維持していくべきである。 

川下企業との連携により研究開発成果の実用化には近くなるが、潜在的な課題が明らかになる段

階で最適なパートナーとの連携によるビジネスモデルを構築するための支援が求められる。 

【肯定的意見】 

・ 企業の将来的な技術を支援するものであり、予算はもっと増えるべきである。（Ａ

委員） 

・ 萌芽的でチャレンジングなテーマも応募できるため、非常に意義が大きい。（Ａ委

員） 

・ 戦略的基盤技術高度化支援事業は、正に日本のものづくりを支える中小企業の価値

を高める事業と考える。初めにこの事業にチャレンジすることで、経営ＴＯＰが将

来の会社のあるべき姿を考える機会となり、下請企業から研究開発型企業に変容す

ることで、若くて優秀な人材確保にもつながる。中小企業が魅力的な企業に変容す

る機会を国が与えることによって、懸案事項である事業承継問題も解消できる可能

性を有するものと考える。（Ｂ委員） 

・ 日本の中小製造業の強みである高度な要素技術を基にした製品や部品開発に適した

制度であり、中小製造業が研究開発を進める上で、本制度の役割は重要であると考

える。特に、中小製造業１社ではなかなか解決が困難な技術開発を産学官連携等に

より解決する本制度のスキームは有益であると考える。また、具体的な川下企業を

具体的に想定した本制度による研究開発は、具体的な実用化につながりやすいと思

われる。（Ｃ委員） 

・ 我が国の技術系中堅・中小企業の持続的展開を支援する重要な国の制度である。

（Ｄ委員） 

・ 基盤技術は全国的見地（国力としての視点）から普遍性が認められるものの他、県

域を越えるなど広域的な（地域性の）見地（いわゆる産地、クラスター）からも国

が一定の関与をしないと（地方自治体の協力等も得難くなるため、特に地域の）関

連産業全体の衰退につながる恐れがあるため、本事業の国の関与の必要性は明確と

言える。（Ｅ委員） 

・ 中長期的な我が国の産業競争力強化と産業全体におけるサプライチェーンを俯瞰し

た支援策を講じる必要性から国の制度として維持すべきである。（Ｆ委員） 

 

【問題点・改善すべき点】 

・ 予算をもっと増やすべきである（Ａ委員） 

・ 萌芽的なテーマは、それほど予算を必要としないものもあるため、総額が小さいテ

ーマの枠組みもあると良い。（Ａ委員） 
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・ 川下企業のニーズや課題が先にあり、その解決策をモノとして提供するための要素

技術や部品開発には適した制度であるが、モノづくりからコトづくりに変わってき

ている現状で、ニーズや課題が明らかになる前段階で、川下企業や同企業が居る業

界全体の社会やビジネスを理解して、潜在的なコトを見つけてビジネスモデル化す

るための支援は、本制度単独では難しいと思われ、そのための別制度の検討も必要

かと思われる。（Ｃ委員） 

・ 提案当初から川下企業（取引先）との連携を組むことが示唆されている。関係がう

まくいっていればよいが、トラブルが生じた際に別のパートナーと組むことが難し

いなどの副作用もある。中堅・中小企業自身の立場の向上と経営安定（利益率の向

上）につながる制度であってほしい。そのためには短期的な実用化というよりは、

優れたコア技術を中小企業独自のものとして作り上げる必要と、事業モデルをつく

り最適なパートナーを選択・連携していくための支援が必要だと思う。（Ｄ委員） 

・ 必要な資金の確保と法定されているが、現状の補助事業の採択倍率が適切と言える

範囲なのか（予算の制約から足切りや補助金額が制限されていないか）、更に今後

法認定が不要になることで倍率の変化（上昇）も想定される中、予算の一層の確保

が必要と思料する。（Ｅ委員） 

・ 個々の企業が研究開発に成功することは重要だが、産業構造を意識した関連企業や

関連業種の底上げにもインパクトを与える視点を維持すること。（Ｆ委員） 
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Ⅶ－２．制度内容及び事業アウトプットの妥当性 

 過去３年間の活動実績は当初見込みに対して９８～１０５％で推移しており、予算規模に対する

活動実績は妥当であると評価できる。 

 また、海外展開を見込む場合は、海外での知的財産権の確保状況など、事業化へ向けた活性を

図る指標を調査対象に追加すると良い。 

 

【肯定的意見】 

・ 過去 ３年の活動実績は妥当と思われる。実施件数(金額)の拡充が望まれる。（Ａ

委員） 

・ コンソーシアムを構成して研究を進めるため目標達成のための方法としては最適で

ある。（Ｂ委員） 

・ 本事業に挑戦する観点として一番関心が有る点として技術的優位性（特許取得等）

及び経済的優位性（上市・製品化、市場規模・シェア等）を確保できるものと考え

る。（Ｂ委員） 

・ 日本の中小製造業の強みである高度な要素技術を基にした製品や部品開発には適し

た制度であり、産学官連携による実施体制の特徴などから目標達成のための方法な

どは適切と思われる。特に、挑戦的（チャレンジング）な研究開発に該当するもの

については、産業社会に大きな変革（ハイインパクト）をもたらすもの、あるい

は、目標の達成確率を低く（ハイリスク）しても適正に評価される仕組みを設けて

いるのは良いと思われる。（Ｃ委員） 

・ 当初から定量的アウトプット目標を定め、モニタリングに努めてきたことは評価で

きる。（Ｄ委員） 

・ 制度内容（目標達成のためのアプローチ等）は明確かつ妥当と思料する。なお、経

済的優位性に関しては他社との水面下（情報を得られない中）での競争やその他の

環境変化があるため目標設定としては困難と言える。（Ｅ委員） 

 

【問題点・改善すべき点】 

・ 特許出願数が増えるように持っていきたい。（Ａ委員） 

・ 採択を審査する委員の目利きが重要となる。（Ａ委員） 

・ 補助率は 3/4 でも良いかもしれない。（Ａ委員） 

・ 大学や工業試験場とのマッチングを支援する取組があっても良い。（Ａ委員） 

・ 海外知財の取扱いが重要と考える。市場は海外にある。（Ｂ委員） 

・ 「産業社会に大きな変革（ハイインパクト）をもたらすものであるか」や「産業社

会に大きな変革（ハイインパクト）をもたらすか」などの評価指標の設定は難し

く、設定した評価指標そのものが適正かどうかを評価することが難しく思う。（Ｃ

委員） 

・ サポインの成果を基に論文を出すことを妨げるものではないが、論文数がこの事業

のアウトプットに本当に適切だろうか。論文内容は公知のものとなり、排他性はな

くなってしまうため、事業においてこの公知性が障壁になることもあるだろう。ま

た特許については出願件数だけでなくその実施状況（事業化へ向けた活性の目安に
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なる）をプロジェクト終了後数年間モニタしてはどうか。（Ｄ委員） 

・ 絶えず水面下での競争があることを踏まえると、補助事業とは言え、アウトプット

を必ずしも論文発表や特許出願といった公にすることに限定しなくとも良いのでは

ないか。（Ｅ委員） 
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Ⅶ－３．制度の実施・マネジメント体制等の妥当性 

本制度は、中小企業だけでなく公設試や大学による共同体で研究開発に取り組むこととしてお

り、中小企業が各機関と連携をしながら研究開発に取り組む体制が構築されているため、中小企業

が取組やすい仕組みとして評価できる。 

また、制度の見直しについても、令和２年度から特定研究開発等計画等の認定を申請の要件から

外したことや、事業年度毎の資金配分方法の柔軟化等必要に応じて制度の見直しを実施している。 

他方で、引き続き制度の見直しは必要であり、採択審査において、申請者のプレゼンを取り入れ

るなど、より丁寧な審査プロセスの導入を検討されたい。成果を川下企業へうまくつなげていくた

めに、知財や事業設計等の専門家による支援も検討するべきである。 

 

【肯定的意見】 

・ リスクの高い開発にチャレンジできる環境は、中小企業にとって重要であり、国の

支援が必要。（Ａ委員） 

・ 中小企業が大企業に依存することなく、独自の技術を保有するために国が支援すべ

き。（Ａ員） 

・ 広く産業経済の活力や競争力に寄与するという社会性がある。（Ａ委員） 

・ 国内特許についての配慮は十分されていると考える．（Ｂ委員） 

・ 制度の実施・マネジメント体制等については、総じて明確になっており、適正と思

われる。（Ｃ委員） 

・ 外部からの要請や環境変化に応じて、制度改善がなされている。（Ｄ委員） 

・ 制度の実施体制・マネジメント体制等は妥当と判断するが、基礎研究ではないこと

から水面下で競合や異業種からの新規参入など、状況変化への柔軟な対応などに限

界はある。（Ｅ委員） 

・ 制度設計の目的や位置付けも明確であり、過去の運用実績の中で得られたフィード

バックを適切に反映してきた制度となっている。（Ｆ委員） 

 

 

【問題点・改善すべき点】 

・ 予算申請時点からの、計画変更などが柔軟に行えるとよい。（Ａ委員）． 

・ 生物系、医療系のプロジェクトに対するマネジメントは検討の余地がある。（Ａ委

員） 

・ サポインの広がりが薄いと感じる．（Ｂ委員） 

・ 消耗品の購入の仕方が煩雑すぎる。（Ｂ委員） 

・ 海外特許への配慮が薄い（Ｂ委員） 

・ 採択プロセスにおいて、審査は書類審査のみと伺っているが、審査工数の問題もあ

るが、できれば申請者によるプレゼンなど、丁寧な審査プロセスがあると良い。

（Ｃ委員） 

・ 創出した技術等が当初想定した川下企業で利用されない場合には、中堅・中小企業

の判断で最適なパートナーを設定できるよう、知財関係及び事業設計関係の専門人

材を支援として付けてはどうか。（Ｄ委員） 

・ 問題点・改善点ではないが、競合下・環境変化に即した研究開発のため、事業化に
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至らなかった中にも、他社、他業界に貢献できる技術・情報その他の成果はあるも

のと思料（なお、事業終了後の課題）。（Ｅ委員） 

・ 経済状況は絶えず変化し、変化のサイクルや変化量も短く大きくなっている。個々

の業種状況に対応した柔軟で適切な制度改変の対応を維持すべき。（Ｆ委員） 
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Ⅶ－４．事業アウトカムの妥当性 

①プロジェクト終了時における研究開発達成度の平均値（５０％）、②プロジェクト終了後５年時

点の事業化の達成度（５０％）、③プロジェクト終了後５年時点の総売上累計額に対する総予算投入

額の割合（１５０％）、更に令和２年度からは新らしく、④事業終了後５年以内に補助事業者全体の

付加価値額１５％以上、給与支給総額７.５％以上向上を事業アウトカムとして設定している。 

 ④は現時点では分析が難しいが、その他は実績として①が８９％となっており５０％を大幅に超え

ているものの、②及び③については最新となる平成２５年度終了事業の成果が目標値に届かない結果

となった。 

アウトカム目標の総売上総額、付加価値額、給与支給総額は、社会経済状況に大きく影響を受ける

ため、業種の特性を考慮し、多面的に考察することが必要である。また、開発した技術等を活用した

成果などの波及効果も指標に加えると良いのではないか。 

また、上記値は社会情勢等によって大きく左右されるものであるため、右肩上がりで増加するもの

ではなく、年次推移の解釈については、多面的に考察することが必要である。また、業種の特性をよ

く考慮して評価すべきである。なお、事業化達成率に関しては、実施者が本事業で求められる達成率

の意図を適切に理解できるよう丁寧に説明することが望ましい。 

 

【肯定的意見】 

・ 指標値、目標値が適切に設定されている。（Ａ委員） 

・ チャレンジングなテーマも含めて約50%が事業化されていることは評価できる。

（Ａ委員） 

・ 申請する経営ＴＯＰが将来どのような会社に変えて行きたいのか。それは国内、海

外か。どのようなジャンルの市場で戦えられるのかについて絶えず検討するように

導くことは重要。事業には旬の時期が存在するので、周囲の状況を観測しながら進

めことは重要である（Ｂ委員） 

・ 事業終了後5年時限のKPIなどが明確になっており、その点ではわかりやすい。（Ｃ

委員） 

・ 補助事業の総売上総額、補助事業者全体の付加価値額及び給与支給総額の伸びを定

量的に把握していることは評価できる。ただし目標値の設定は、業種によって異な

るはずであるが、報告書では業種等は考慮せず合計値で示されている。（Ｄ委員） 

・ 事業アウトカムは事業全体としては明確であり妥当と判断できるが、個別の案件に

関しては業種・業界・環境などにより結果・成果に関しては様々な意見、判断があ

るところは仕方ない。（Ｅ委員） 

・ 施策目的に合致した成果を上げており、今後のさらなる政策規模拡大等の強化を望

む。（Ｆ委員） 

 

 

【問題点・改善すべき点】 

・ 事業化率が伸びるように、プロジェクトに外部人材を派遣するなどの施策を加えた

い。（Ａ委員） 

・ プロジェクトをチャレンジングなものと事業化を優先するものにカテゴリ分けして

もいいかもしれない（が、チャレンジングなものだと意識が薄れる恐れもある）。
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（Ａ委員） 

・ 国が導くことにより、アウトカムにも到達し易くなるのではないか。例えば、脱炭

素社会を掲げ、その時に未来に貢献できるアウトカム、アウトプットをはじめから

示すことで、中小企業においても革新的なアイディアが創出されてくるものと考え

る。（Ｂ委員） 

・ 事業アウトカムが日本経済力や国際経済力、問題解決に与える効果までをどのよう

に客観評価するのかまではわかりにくい。（Ｃ委員） 

・ 一方、上記値は社会情勢等によって大きく左右されるものであるため、右肩上がり

で増加するものではなく、年次推移の解釈については、多面的に考察することが必

要である。また、業種の特性をよく考慮して評価すべきである。売上高を増やすた

めに、短期的に売り上げが見込めるような事業ばかりを提案・採択することは望ま

しくない。（Ｄ委員） 

・ 事業化達成率については、（送っていただいた）アンケート用紙や案件例を見る

と、意図を理解して正しく記載されているのか気になった（又は補助事業により開

発した技術等を活用した成果（数値）を加えるなど、より波及効果に注目しても良

いのではないか）。問題点・改善点と言うべきか、政策目的としては理解でき、首

肯するものではあるが、本研究開発のアウトカムとして給与支給総額へのコミット

は、本事業の目的や補助金額を勘案すると申請者にとっては唐突感や違和感を覚え

るのではないか。（Ｅ委員） 

・ 研究開発課題の解決策設定におけるロジック・ツリーの検証及び、インプット指標

の妥当性についても検証してはどうか。（Ｆ委員） 
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Ⅶ－５．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップの妥当性 

本制度は、研究開発の成功から川下企業への波及効果まで段階的にアウトカム指標を設定してい

ることや、内外の技術動向や産業ニーズ等を踏まえ中小企業のものづくり基盤技術に関する指針及

び指定技術を随時見直しており、その点で評価できる。 

他方で、個々の分野で事業化までに必要な時間が異なり、必ずしも事業終了後５年で事業化まで

到達することは難しいことも考えられることから、事業終了後５年というのは１つの目安ではある

ものの、個々の事業に応じた柔軟な対応などが求められる。 

中小企業にとって、本項目は経験が薄いため、進行を苦しむところと考える。設定された指標値

の妥当性について、過去のデータを活用して検証し、既に事業アウトカムの目標値及び事業アウト

プットの目標値の達成時期を体験されている企業に事例紹介することが望ましい。 

 

【肯定的意見】 

・ 事業アウトカムの目標値及び事業アウトプットの目標値の達成時期は、制度として

妥当。（Ａ委員） 

・ 経産省が製造業を支援しているということを国民が認識できることが重要。（Ａ委

員） 

・ 知財戦略も明示されており、アウトカム達成までの研究開発の実施・マネジメント

体制が明確かつ妥当である。（Ａ委員） 

・ 中小企業にとって、本項目は経験が薄いため、進行を苦しむところと考える。これ

まで15年間の事業運営内にて、既に事業アウトカムの目標値及び事業アウトプット

の目標値の達成時期を体験されている企業に事例紹介をされてはどうか。（Ｂ委

員） 

・ 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップについては、明確となっている。本

制度に限らず、企業が行う通常の製品開発プロセスやロードマップと大きな違いが

無くわかりやすい。（Ｃ委員） 

・ 実務上は必ずしもすべからく同一とはならないが、おおむね適切なロードマップ・

役割となっていると思料する。（Ｅ委員） 

・ ロードマップの見直しはアウトカム指標達成に向けて適切に行われ、改定も妥当で

ある。（Ｆ委員） 

 

【問題点・改善すべき点】 

・ 特許化の取組を重点的にサポートしたい。（Ａ委員） 

・ 評価用資料（補足資料）に示されたロードマップは、国が進めている各政策等とサ

ポインの関係を示しているだけのように見える。 

本来ロードマップは、目標達成までのプロセスと達成に必要なマイルストーンにつ

いて共通の時間軸で示し、そのために行うことの関連を記載するのではないか。も

し評価資料にある以外のロードマップがあるならば示してほしい。（Ｄ委員） 

・ 設定された指標値の妥当性について、過去のデータを活用し検証する視点を維持す

べき。（Ｆ委員） 
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Ⅶ－６．費用対効果の妥当性 

事業アウトカムとして、プロジェクト終了５年時点で、補助事業の総売上累計額が総予算投入額

１５０％を超えることを設定しているが、平成２３年度終了事業は２１５％、平成２４年度終了事

業は１５０％と目標を達成した点は非常に評価できる。また、平成２５年度終了事業では７３％と

対象年度により成果が分かれる結果となったものの、チャレンジングなプロジェクトにも支援して

いるので十分な成果といえる。 

 大きく成果が分かれた結果についてフォローアップ調査等から分析するとともに、事業アウトカ

ム達成に向けた適切な対応が必要である。 

 

【肯定的意見】 

・ 平成23年〜25年度の結果では、開発費とほぼ同等以上の売上額が報告されており、

評価できる。チャレンジングなプロジェクトにも支援しているので、十分な成果と

考える。（Ａ委員） 

・ 事業アウトプット及び事業アウトカムについて、現下は補助金制度になっているの

で、自らの持ち出しも含めて事業検討した結果申請されているので、企業の真剣度

は高まっているものと考える。（Ｂ委員） 

・ 総じて判断すれば、妥当と思料。（Ｅ委員） 

・ 研究開発における「死の谷モデル」にあるように、研究開発においては常に不確実

性が内在する中で、政策目的に沿った成果を出している。（Ｆ委員） 

 

【問題点・改善すべき点】 

・ 本制度を活用できたからこそ得られた事業プレゼンの機会や、有識者から講評をい

ただき、売り出す路線の修正など、海外展開として商社を入れたプレゼン会を民を

入れた仕組みを構築してはどうか。（Ｂ委員） 

・ 投入する国費に対して、決して大きなアウトカム・アウトプットではないが、５年

間だけの効果で議論できる問題でもない。また、技術分野による差異も大きい。長

期のフォローアップ、技術分野の特性に応じた分析を行い、制度の改善につなげて

いくべきである。（Ｄ委員） 

・ 個々の採択案件のパフォーマンス評価にとどまらず、産業構造における関連業種や

時間軸の異なる成果についても、把握・分析し目に見える情報発信を維持すること

が必要である。（Ｆ委員） 
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Ⅶ－７．総合評価 

本制度は、中小企業が大学・公設試等と連携して行う精密加工・立体造形などのものづくりを支

える技術に関するハイリスクな研究開発等の取組を支援し、我が国製造業の国際競争力の強化及び

新たな産業の創出を図ることを目的としており、将来の国益を生み出す企業を育成するためにも継

続的な取組が求められる。 

事業アウトカムでは、研究開発達成度は目標の５０％に対し約９０％となっており、その他の項

目も目標まであと少しの状況であることから、一定の成果を上げていると言える。 

他方で、フォローアップ調査等により施策の効果検証を進め、研究開発型中小企業が直面する課

題として、例えば、利益率の低さや国際競争力の弱さを改善するための支援、進捗が遅れたときに

適切なアドバイスを行える仕組み、熾烈な競争の中で事業化に至らなかった案件を他業界での活用

を図るために幅広い業界へアピールする等、時代に即した制度の見直しを検討していくべきであ

る。 

【肯定的意見】 

・ 企業の将来的な技術を支援するものであり、国として非常に意義が深い。（Ａ委

員） 

・ 開発費と同等程度の売上が得られており、制度の有効性が示されている。（Ａ委

員） 

・ リスクの高いテーマにもチャレンジできる点も評価できる。（Ａ委員） 

・ 戦略的基盤技術高度化支援事業は、正に日本のものづくりを支える中小企業の価値

を高める事業である。国が実施する必要性としては中小企業に従事する人口が大勢

を占めることから、当該中小企業が企業価値を有するように変容を加速させると賃

金も増加し日本国も潤うものと考える。（Ｂ委員） 

・ この事業にチャレンジすることで、経営ＴＯＰが将来の会社のあるべき姿を考える

機会となり、これまでの単なる下請企業から研究開発型企業に変容することで、若

くて優秀な人材確保にもつながり、地域における中小企業の魅力が向上する機会を

国が与えることによって、サプライチェーンを形成している大企業にも優れた事業

が伝承されるものと期待する。（Ｂ委員） 

・ 大企業はコスト低減一点ばりであるため、このような環境下では研究開発の芽は育

たない。よって国が優れた中小企業を支援して日本を牽引する企業に育て国力を増

進させることに繋げる必要があるものと考える。（Ｂ委員） 

・ 川下企業のニーズを想定した研究開発と製品化（事業化）及び川下企業への波及効

果をアウトカムとするとした明確な範囲では、本制度は有益である。また、中小製

造業の製品開発の壁となる資金面での支援及び産学官連携による課題解決をはかる

本制度は、特に中小製造業にとっては有益である。（Ｃ委員） 

・ 自ら新技術による事業開発を行う意思のある中堅・中小企業を育てる制度として、

引き続きの継続が求められる制度である。 

管理法人を務める機関が減少していると聞いている。間接経費率の増額や、適用範

囲の柔軟化、事務手続きの簡略化、確定検査の時期の柔軟化など、さまざまな機関

が参画しやすいメリットを増やしてほしい。（Ｄ委員） 

・ 本事業は、民間では着手しない、また地方自治体では支援が困難な手法（体制等）

であり、（十分とは言い難い気はするが）支援規模（補助金）であり、かつ市場
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（上市）に近い（複数の）応用技術開発を目指すものであり、極めて重要な施策と

言える。（Ｅ委員） 

・ 長期にわたって維持されている本制度は「サポイン」の呼称で一般に認知されてい

る。採択した企業にとって、研究開発型企業として企業ブランド向上の価値がある

との評価が高い。今後も中小企業の研究開発を協力に支援していく方策としてこの

一般に認知された制度を維持していくべきである。（Ｆ委員） 

 

【問題点・改善すべき点】 

・ 研究内容が申請時点と変わることはよくあるので、柔軟性を持てるようにしたい。

（Ａ委員） 

・ 成果が得られない場合は、途中の段階でテコ入れできるようにする。（Ａ委員） 

・ 連続採択される企業があるが、一つ一つ成長させるように事業管理者が指導しては

いかがか。（Ｂ委員） 

・ 事業化件数を増やすためには、コンソーシアムメンバーのアドバイザー川下企業や

使用従事者に参加してもらい評価も手伝ってもらう仕組みも採択評価に加えるべき

ではないか。（Ｂ委員） 

・ 海外戦略が充実していないと考える、これこそ国が支えるべきと考える。国内市場

だけではキャパが小さい。海外の商社にも見てもらう機会を与えてはどうか。（Ｂ

委員） 

・ モノづくりからコトづくりに変わってきている現状で、ニーズや課題が明らかにな

る前段階で、川下企業や同企業が居る業界全体の社会やビジネスを理解して、潜在

的なコトを見つけてビジネスモデル化するための支援を行うような新たな制度の創

設と本制度との連携なども今後必要と思われる。 

この課題の対応が可能となれば、中小製造業が個別の部品を、BtoBで川下企業に部

品供給しているような立場から、自らBtoCの製品開発が行えるようになるための支

援にもつながると思う。 

また、IoT化が進む中で、新たな製品開発をしなくても、ネットワークで様々な機

能をつなげて活用するような今日的な製品開発への対応なども求められ、そのため

の機能開発のみならず、標準技術や基盤技術の開発などをどのように支援するかな

ども今後の課題と思われる。（Ｃ委員） 

・ 現在の技術系中小・中堅企業が直面している問題（利益率の低さ、川下企業、大企

業に対する立場の弱さ、国際競争力の不足）を改善していくために、当該制度がど

のように寄与すべきかを常に考えて制度改善を行っていってほしい。（Ｄ委員） 

・ 市場に近い技術開発であるが故、世界の競合としのぎを削っているところから事業

化に至らない案件もあるが、開発された技術を広く公開する（行きわたる）ことに

より、他業界等への貢献も考え得る。例えば、サポインマッチナビに掲載されてい

る情報をよりマーケット志向の情報に加工するだけでも成果が期待できるものと思

料する。（Ｅ委員） 

・ 例えば「ものづくり補助金制度」などの他制度と一線を画すことを維持するよう

に、フィードバック・データ収集と分析・評価をしっかりやりきること。（Ｆ委
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員） 
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Ⅶ－８．今後の研究開発の方向等に関する提言 

これからの時代は、AI・IoTを取り入れて自らがものづくりとサービスを興す中小企業も増えて

いくものと考えられ、そのためにも本制度がイノベーションを支えていけるよう、成果の分析を通

じて制度の拡大・改善が重要である。 

そのうえで、成果分析を通じて、例えば事業化に向けた取組や、萌芽的な研究開発への補助総額

の少ない枠組みの創設など、制度の見直しについても検討を進めていくべきである。 

また、既存市場の獲得だけでなく自ら市場を開拓する取組への支援の検討も必要である。技術開

発によくみられる副次的効果に着目した支援や、事業化に至らなかった事例でも要因を分析しケー

ススタディを作成するなどを検討することが望ましい。 

【各委員の提言】 

 企業の未来に対して重要な施策であり、予算の増額を望む。（Ａ委員） 

 萌芽的なテーマはそれほど予算を必要としないので、総額が小さい枠組みがあって

も良い。（Ａ委員） 

 プロジェクトを申請者に任せっぱなしにするのではなく、予算元が一緒になって盛

り上げる仕組みがあると良い。（Ａ委員） 

 川下企業の存在が重要であり、うまく体制に組み入れる仕組みがあると良い。（Ａ

委員） 

 日本は中小企業の従事者が 3350万人、大企業は 1400万人、この 3350万人が幸に向

かうことによって、日本の社会は明るくなり、人口増加にもつながるものと期待で

きる。本制度は、中小企業の方々に未来を考えさせるヒントを与える重要な競争的

資金である。これまでは、中小企業はサポ―ティングインダストリーを支えること

を重要視していたが、今後はＡＩ＆ＩｏＴを取り入れて、自らがものづくりとサー

ビスを興す中小企業も増えていくものと考える。そのためにも、本制度がイノベー

ションを支えて頂けるものと信じている。今後も本制度が拡大、継続していただく

こと、また事業化できたものを皆さんに見て頂く「場」の提供もお願いしたい。 

残念ながら志半ばのプロジェクトについては、その技術が魅力を有していれば資金

にする事で、新たなチャンスを創造することも検討出来ないか。 

また、本制度は単に大企業のためだけでは無く、中小企業、小規模事業者が集まっ

て次の日本のためにコンソーシアムを組み「人を幸に導くために、人と人とが出会

い、イノベ―ションを重合させる」という事業を通して、日本そして世界の未来社

会を明るくする制度である。 

末長く継続していただくことを期待している。（Ｂ委員） 

 本制度は、中小製造業にとっては、重要で有益な制度である。しかし、総合評価の

評価コメントでも記載した通りの繰り返しの記載となるが、製造業が取り巻く環境

が変わる中で、将来的には、次のような今日的対応も必要となると思われる。 

モノづくりからコトづくりに変わってきている現状で、ニーズや課題が明らかにな

る前段階で、川下企業や同企業が居る業界全体の社会やビジネスを理解して、潜在

的なコトを見つけてビジネスモデル化するための支援を行うような新たな制度の創

設と本制度との連携なども今後必要と思われる。 

この課題の対応が可能となれば、中小製造業が個別の部品を、BtoBで川下企業に部

品供給しているような立場から、自ら BtoC の製品開発が行えるようになるための
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支援にもつながると思う。 

また、IoT 化が進む中で、新たな製品開発をしなくても、ネットワークで様々な機

能をつなげて活用するような今日的な製品開発への対応なども求められ、そのため

の機能開発のみならず、標準技術や基盤技術の開発などをどのように支援するかな

ども今後の課題と思われる。(Ｃ委員) 

 当該事業は、技術開発に高い意識を持つ中堅・中小企業が、新技術開発をしていく

うえで、大変有効な制度であると思う。 

我が国独特の状況だが、中堅・中小企業は大企業を中心とした複雑な関係の中に組

み込まれ、高い実力をもっていても、新製品の開発や、新製品の販路開拓、新顧客

の増大につながりにくい状態にある。その中でも高い技術力と経営力をもつ中堅・

中小企業はそのような状態から脱却し、技術力で自らの顧客を開拓していけるよう

な基礎体力の高い事業体になる可能性を持っている。 

当該事業はそのような中堅・中小企業を育てる制度になるべく、改良をたゆまなく

続けることを期待する。（Ｄ委員） 

 予算規模(補助額)は申請内容が一定の基準（審査）を上回っていれば、申請額満額

が手当されるよう予算確保を期待する。成果（主にアウトカム）については、技術

開発によくみられる副次的効果も拾うなどしてアピールするのが良いのではないか。 

支援後になるが、事業化に至らなかった事例でも機微情報を秘匿したケーススタデ

ィを作成したりチェックリスト化するなども“成果”とするのも一考ではないか。

（Ｅ委員） 

 我が国において中小企業の活力は我が国産業力の礎でもある。長期にわたる本制度

は、多くの中小企業からの支持が存在したからに他ならない。コロナ禍における世

界経済の低迷が今後予想され、今こそ、将来を展望した国の先行研究開発投資が望

まれる局面である。研究開発型中小企業からのフィードバックを得た本事業の拡大・

増強を期待したい。（Ｆ委員） 

 

 

 

 

＜上記提言に係る担当課室の対処方針＞ 

 AI・IoT等の先端技術を活用するなど高度な研究開発を支援し、ものづくり中小企業によるイノベ

ーションを後押しできるよう、これまでの成果の分析に基づく制度の改善について引き続き検討を

進める。 

過去の好事例の分析などを通じて、事業化支援の更なる強化を進めるとともに、補助総額の少ない

枠組みについても、その見込まれる効果について検討を進め、必要に応じて創設することとする。 

 従来の産業構造から脱却し、自ら最終製品を製造することにチャレンジする中小企業に対する支

援の在り方について検討を進める。また、事業化達成比率等のみならず、研究開発がもたらす副次的

効果についての分析や、事業化に至らなかった事例の分析等を通じて、制度の更なる改善について

も検討を進める。 
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Ⅷ．評点法による評点結果 

評点法による評点結果 

（戦略的基盤技術高度化支援事業制度評価（中間評価）） 

 

  
評

点 

A 

委

員 

B 

委

員 

C 

委

員 

D 

委

員 

E 

委

員 

F 

委

員 

１．当省が実施することの必要性 2.8 3 3 2 3 3 3 

２．制度内容及び事業アウトプットの妥当性 2.5 3 2 2 2 3 3 

３．制度の実施・マネジメント体制等の妥当性 2.3 3 2 2 2 2 3 

４．事業アウトカムの妥当性 2.3 3 2 2 2 2 3 

５．事業アウトカム達成に至るまでのロードマ

ップの妥当性 
2.2 3 1 3 1 2 3 

６．費用対効果の妥当性 2.8 3 2 3 3 3 3 

７．総合評価 2.8 3 3 2 3 3 3 

 

 
 

 
【評価項目の判定基準】 

評価項目１．～６． 

３点：極めて妥当である  

２点：妥当である 

１点：概ね妥当である 

０点：妥当でない   

 

評価項目７．総合評価 

３点：制度は優れており、より積極的に推進すべきである。 

２点：制度は良好であり、継続すべきである。 

１点：制度は継続して良いが、大幅に見直す必要がある。 

０点：制度を中止することが望ましい。 
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Ⅸ．産業構造審議会評価ワーキンググループの所見及び同所見を踏まえた改善点等 

 

評価ワーキンググループの所見【第５回中間評価時】（令和２年度） 

・我が国の製造業を支える中小企業を支援する重要な事業であり、継続的な取組が求め

られる。 

・採択審査では、市場原理に乗らなくても社会課題の解決に貢献する取組を評価するこ

とが重要であり、そのことが事業者に明示されることが望ましい。さらに、例えばコロ

ナ禍におけるマスクの供給不足など、非常時や国際情勢の変化があっても我が国の経

済、社会活動を止めないための部材や技術の開発など、目指してほしい方向性が示され

ると良い。 

・引き続き、成功事例や中小企業が持つ技術に関する情報提供を充実させるとともに、フ

ォローアップ調査結果と財務データや工業統計等の分析による計量経済的な評価の取組

を継続し次の中間評価で活用されたい。 

所見を踏まえた改善点（対処方針）等【第５回中間評価時】（令和２年度） 

・社会情勢を踏まえて適時適切に制度を見直しつつ、事業を継続して参りたい。 

・社会課題の解決に貢献する取組を評価する枠組みについて検討するとともに、公募要

領等を通じて、事業者にも明示的に周知を行う。さらに、中小企業が、研究開発におい

て、今後、特に重点的に取り組むべき分野についても検討を進める。 

・サポイン事業の広報サイトである「サポインマッチ・ナビ」の拡充や、EBPMによる効果

検証などこれまでの実績に基づいた政策効果の検証に取り組む。 

評価ワーキンググループの所見【第４回中間評価時】（平成２９年度） 

＜制度の内容及び事業アウトプットの妥当性＞ 

・中小企業対策として非常に有効、重要な政策であり、効果もでている。 

＜制度の実施・マネジメント体制等の妥当性＞ 

・予算額や予算時期等について柔軟に対応できる制度の見直しを検討すること。 

・開発した技術をより広く社会で使用してもらい、継続して製品化への活動を進めること

ができるよう、事業終了後も他制度と連携したフォローアップをおこなうこと。 

・海外展開の取組への支援も検討すること。 

所見を踏まえた改善点（対処方針）等【第４回中間評価時】（平成２９年度） 

・IoT・AI 等の第四次産業革命を踏まえた技術指針の見直しを行うなど、技術動向や市場

ニーズ等を踏まえた制度となるよう、必要な見直しの検討を進めていく。 

・事業終了後のアンケート調査等により、事業化に向けた課題やニーズの把握に努め、必

要に応じて他制度を紹介するなど、適切にフォローアップを進めていく。 

・海外展開等については、まずはニーズをしっかり把握し、関係機関、関係施策との連携

を含めて、具体的取組について検討を進めていく。 

評価ワーキンググループの所見【第３回中間評価時】（平成２６年度） 

サポイン事業は非常に評価されている。本事業の結果を次に生かし、つなげるために、以

下の分析を進め、その結果を活用していただきたい。 

・異なるスキーム（補助金と委託、小規模事業枠等）による効果の差異や、応募するグル

ープのメンバー構成（大学、公設試等の有無）による効果の差異。  

・本技術の成果を受け入れるユーザー側に対する働きかけの方法、また、それに対する適
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切な支援の方法。 

所見を踏まえた改善点（対処方針）等【第３回中間評価時】（平成２６年度） 

・毎年実施するフォローアップ調査を活用し、異なるスキームでの効果の差異やメンバー

構成による効果の差異を検証する。 

・研究開発成果の実用化を促進する観点から補助金化等への見直しを行ってきたところで

あるが、更に川下製造業者等のユーザー側への普及を図るべく、展示会等の販路開拓への

支援、ネットを通じた成果事例の普及を促進する。 

評価ワーキンググループの所見【第２回中間評価時】（平成２３年度） 

（コメント①） （研究開発期間について） 

・メインは２、３年で良いが、中にはもう少し長いスパン（５年程度）を要するものもあ

ると思われる。途中で見直しを入れつつメリハリをつけた設定を実施すべき。 

（コメント②） （事業のマネージメントについて） 

・中小企業にとって、書類づくりにあまり人手をかけられない事業者も多い。支援の体制

の充実を図るべき。 

（コメント③） （事業の効果について） 

・副次的効果の部分の事業化について、この事業がもたらした効果の割合をきちんと評価

する仕組みを構築すべき。 

所見を踏まえた改善点（対処方針）等【第２回中間評価時】（平成２３年度） 

（対処方針①） 

・現在の制度では、採択された企業が再度本事業へ応募することも可能としている。この

ため、採択されたテーマの継続的な研究開発についても、採択テーマとは異なるフェーズ

の研究開発である等の内容の違いがあれば応募することは可能。 

・なお、企業等へのアンケート調査によれば、現在の研究開発期間が適当であったとの回

答が約７割である。 

（対処方針②） 

・申請手続・事務処理等の制度運営に当たっては、既に各種の取組を実施して来ている。

申請書類については、これまでも簡素化を図り、公募要領のページ数を約４割削減、提案

書の提出部数を１１部から１部に削減するなど、相当程度の見直しを実施。 

・更に、公募期間も２ヶ月確保し、応募準備期間に配慮している。 

・今後も、各経済産業局、中小企業基盤整備機構等とも連携し支援の充実を図ると共に、

企業等からの要望を踏まえ、引き続き不断の見直しを行いながら本制度をより効果的・効

率的に運用したい。 

（対処方針③） 

・副次的効果に関する効果の把握方法、計算（推計）方法等については、外部 委託等を活

用し平成２４年度に検討したい。 

評価ワーキンググループの所見【第１回中間評価時】（平成２０年度） 

本制度は、目的、政策的位置付けも妥当であり、今後も充実させてより積極的・強力に継

続すべきである。そのためにも、制度の継続発展においては、下記に示す改善の余地があ

ると思われる。 

○制度の目的を達成するために妥当な目標を設定したが、運用段階で適切に反映すること

が重要である。 
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○知的財産等の管理や企業の競争力向上の把握に関して、より本制度に相応しい指標の検

討を継続する必要がある。また、研究開発終了後のフォローアップ調査では、波及効果を

調べることが重要である。 

○中小企業による研究開発をより効果的・効率的に進めるため、柔軟な資金配分を検討す

ることが重要である。 

○中小企業による申請準備や事務手続きに関する負担軽減等、より中小企業が利用しやす

い運用を検討していく必要がある。 

所見を踏まえた改善点（対処方針）等【第１回中間評価時】（平成２０年度） 

○制度全体の目標が、個別の研究開発に関する採択時の審査と終了後の最終評価に適切

に反映されるように、審査委員及び評価委員に対して、制度全体の目標を踏まえた審査

方法について充分説明し理解を得るように努める。 

○指標については、引き続き本制度に相応しい指標の検討を継続する。検討した結果

は、個別の研究開発に関する中間評価、最終評価及びフォローアップ調査において用い

る様式に反映し、本制度の成果及び波及効果を効果的に計測できるように改善していく

方針である。 

○共同体内の資金配分は、本制度の趣旨にかんがみ、中小企業が十分な額（３分の２以上）

を利用できるように要件を定めている。なお、中小企業による研究開発をより効果的・効

率的に進めるための方法については、引き続き検討を継続する。 

○中小企業が利用しやすい制度運用について、引き続き検討を継続する。なお、平成２１

年度の公募では、公募要領を大幅に見直し、中小企業が申請時に作成する様式の数を削減

している。また、公募の開始時期を前倒しし、公募期間を長くして周知を行うことで、中

小企業が申請内容の検討に時間を多く使えるように対処している。更に、申請の要件であ

る研究開発等計画の認定期限を延長し、より多くの中小企業が申請できるように対処して

いる。 

 

 


